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第 1章 序論

核融合炉は、軽い原子核同士の融合反応によって発生するエネルギーを利用する発電炉で

ある。核融合炉に利用可能であると考えられている主な核融合反応を以下に示す。

d + t → n(14.1 MeV) + α(3.52 MeV) (1–1)

d + d →

{
n(2.45 MeV) + 3He(0.82 MeV)

p(3.03 MeV) + t(1.01 MeV)
(1–2)

d + 3He → p(14.7 MeV) + α(3.67 MeV) (1–3)

ここで、nは中性子、pは陽子、dは重陽子、tはトリトン、3Heはヘリウム 3イオン、αは

アルファ粒子である。式 (1–1)の DT反応は、重陽子とトリトンとが融合し 5Heの複合核

を形成する。重陽子とトリトンとの運動エネルギーは複合核内の核子に平等に分配され、中

性子とヘリウムとに分裂して安定になる。反応前後の粒子の静止質量の和を比較すると、反

応後の静止質量の和が反応前のものに比べて小さくなっている。反応前後で生じる静止質量

エネルギーの差は反応の Q値として知られているもので、b(a, c)d反応に対して次のように

計算される。
Q = [(ma +mb)− (mc +md)] c

2 (1–4)

ここで、mは静止質量、cは光速である。この Qの値が正の時、反応は発熱的であり、Qの

エネルギーが発生する。DT反応の場合 Q = 17.6 MeV、式 (1–2)の DD反応の場合、中性

子放出反応で 3.3 MeV、陽子放出反応で 4.0 MeV、式 (1–3)の D3He反応の場合 18.4 MeV

である。

核融合反応が起こるためには、原子核同士がその Coulomb力に打ち勝って核力を及ぼし

合う程の距離まで近づく必要がある。加速した粒子ビームを気体等に入射する事で核融合反

応を起こす事ができるが、反応で発生するエネルギーよりも粒子ビームを加速するのに必要

なエネルギーの方が大きくなり、この方法では正味のエネルギーを取り出す事はできない。

従って核融合炉でエネルギーを得るためには、核融合反応が起こるのに十分高い粒子エネル

ギー、即ち十分高温な燃料粒子気体を作る必要がある。このような高温では物質は電離気

体、即ちプラズマ状態になっている。プラズマ物理及び核融合の分野では、温度は K単位の

ものに Boltzmann定数を乗じてエネルギー単位で表すのが慣習であり、本論文もこれに倣

う。1 eVは 11604 Kに相当する。図 1–1に、イオン温度 T に対する DT、DD及び D3He

反応の核融合反応率係数 ⟨σv⟩を示す。核融合反応率係数は、核融合反応の起こり易さを表
す指標のような量である。式 (1–3)の反応を主に利用する D3He核融合炉は、中性子発生量

が少なく魅力的な核融合炉であるが、反応率係数のピークが温度の高い所にあり、実現には

解決すべき課題が多くある。最も低い温度で反応率係数が大きい事から、最初の発電炉には

式 (1–1)の反応を主に利用する DT核融合炉が考えられている。DT核融合炉に必要な温度
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は 10–20 keV（数億度）程度とされている。従って、核融合炉を実現させるためには高温の

プラズマを一定の領域の中に一定の時間閉じ込めておく必要がある。プラズマの閉じ込め方

法として、大別して磁場閉じ込めと慣性閉じ込めとの二つの方式がある。慣性核融合は、高

密度の燃料プラズマが拡散し消滅するまでの短い時間に、十分多くの核融合反応を起こしエ

ネルギーを取り出すものである。本研究では磁場閉じ込めプラズマを扱う。

磁場中の荷電粒子は磁力線の周りを旋回運動しながら磁力線に沿って運動するため、磁場

に垂直な方向に粒子を閉じ込める事ができる。プラズマは荷電粒子の集合した導電性の気体

である。磁場閉じ込め方式の基本的な原理は、プラズマの圧力を磁場の圧力で押え込むとい

うものである。磁力線方向の閉じ込めは、磁場が自分自身で閉じるトーラス配位にする事

で解決される。単純なトーラス配位によるプラズマの閉じ込めを考える。図 1–2(a)に単純

トーラス装置の模式図を示す。トーラスの副軸（トロイダル軸）に沿ったトロイダル磁場の

みによる閉じ込めを考える。磁力線は主軸を囲んで閉じた円形である。トロイダル磁場は副

軸を囲むリング状のコイル（トロイダル磁場コイル）をトロイダル方向に沿って並べて作る

ため主軸に近い所でコイルが密になり、磁場の大きさは半径方向に負の勾配のある分布を持

つ。電子とイオンとは磁力線周りの旋回方向が逆であるため、磁場の勾配により図 1–2(b)

のようにイオンはプラズマ上部へ、電子は下部へドリフトし、図 1–2(c)のように上下に電

荷が分離される。この荷電分離により生じた電場によって、図 1–2(d)のようにイオンと電

子とは同じ方向にドリフトし、プラズマは外側に膨張して壊れてしまう。従ってトロイダル

磁場のみでプラズマを閉じ込める事はできない。これはトロイダル軸を囲むようなポロイダ

ル磁場を加え、螺旋状の磁場を作る事で解決される。磁力線がプラズマの上部と下部との両

方を通るようにする事で、上下方向の電荷の分離を中和する事ができる。螺旋状のトーラス

磁場配位の作り方として、プラズマ電流を利用するトカマク型装置や、外部コイルで作るス

テラレータ型装置がある。

図 1–3にトカマクプラズマの概念を示す。トカマク装置は、トロイダル磁場コイルの作る

トロイダル磁場 Bt と、トロイダル方向の荷電粒子の運動によって生じるプラズマ電流 Ip の

作るポロイダル磁場 Bp との組み合わせによって形成される螺旋状の磁力線 Bによりプラ

ズマを閉じ込める装置である。Tammと Sakharovとによって 1951年頃に考案された。ト

カマク（tokamak）の名称は、ロシア語の電流（tok）、容器（kamer）、磁気（magnit）及

びコイル（katuxka）の組み合わせによる造語であると言われている。トカマク装置はトー

ラス配位の中でも比較的構造が簡単で、現時点ではトカマク型核融合炉が最も現実的であ

るとされており、最も研究が進んでいる磁場閉じ込め装置である。現在、フランスのサン・

ポール・レ・デュランスでトカマク型 DT核融合実験炉である ITER[1, 2]の建設が進めら

れている。ITER計画は日本、ヨーロッパ連合、ロシア、アメリカ、中国、韓国及びインド

の 7 極による国際協力の下で進められており、2025 年の運転開始を目指している。ITER

の語源は国際熱核融合実験炉（International Thermonuclear Experimental Reactor）の略

称である。トカマクではポロイダル磁場の形成にプラズマ電流が必要であり、主としてトラ
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ンスの原理を用いてトーラス主軸部分にある中心ソレノイドコイルに電流を流し電磁誘導で

プラズマ電流を流す。この方法でプラズマ電流を流し続けるには中心ソレノイドコイルの電

流の絶対値を変化させ続けなければならず、放電時間が限られる。従って定常運転のために

は非誘導電流駆動が必要である。非誘導電流駆動源としては、外部から中性粒子ビームや高

周波を入射する方法 [3, 4]やプラズマ自身が駆動するブートストラップ電流 [5, 6]が提案及

び実証されており、核融合反応生成粒子による駆動 [7]の可能性が指摘されている。プラズ

マ電流の崩壊現象であるディスラプションは、定常運転を妨げ、炉の構造材を損傷させるた

め、現象を理解し回避或いは制御する事が重要である。発生の予測 [8]や電子サイクロトロ

ン波を用いた回避 [9]、大量気体入射 [10]や不純物の氷ペレット入射 [11]による緩和等に関

する研究が進められている。

大型ヘリカル装置（Large Helical Device, LHD）[12]等のステラレータ型装置は、螺旋

状に巻いたヘリカルコイルやモジュラーコイルによって螺旋状のトーラス配位を形成する。

閉じ込め磁場の形成にプラズマ電流を必要としないためディスラプションが起こらず、定常

運転がしやすいという利点がある一方で、トカマクに比べてコイルが複雑で設計や制作が

難しい、軸対称性がないために閉じ込めの理論予測が難しい等の難点がある。これまでに

LHDで、約 54分間の長時間運転 [13]や中心電子密度 1.2× 1021 m−3 の高密度運転 [14]が

達成されている。ステラレータ系のプラズマの理解は、トカマクプラズマとの比較を行いな

がら、トーラス配位のプラズマの物理を総合的に理解する上で重要である。トカマク装置に

おいても、トロイダル磁場リップルや揺動磁場の存在等により軸対称性が破れ、粒子閉じ込

めや安定性に影響を及ぼす [15]。またトカマクプラズマでヘリカル状態が形成される事が発

見されており [16]、ヘリカル装置はこのようなトカマクプラズマにおける磁場の三次元的効

果に対して知見を与える事も期待される。

DT 核融合炉における発電の概念を示す。DT 反応で約 3.5 MeV で発生するアルファ粒

子は磁場に閉じ込められプラズマの加熱、所謂アルファ加熱或いは自己加熱に寄与する。一

方約 14 MeV で生成される中性子は磁場に影響されずにプラズマの外へ飛び出す。炉心プ

ラズマの周りをブランケットで囲んでおくと、中性子がブランケットに入射しその構造材の

中で減速され熱エネルギーを生じる。この熱エネルギーを利用し、熱交換器によって水蒸気

を発生させ、蒸気タービンを回転させる事で発電を行う。ブランケットは熱エネルギーの取

り出しに加えて、放射線遮蔽やトリチウム生産の役割を担う。重水素が天然存在比 0.015%

の水素の安定同位体であり海水中等に豊富に存在するのに対し、トリチウムは半減期約 12

年の放射性同位体であり天然には殆ど存在しない。従って、トリチウムは人工的に生産する

必要があり、DT核融合炉ではブランケット内でトリチウムを生成し自給自足する事が考え

られている。そのためにブランケット構造材にリチウム化合物を使用し、次式の反応を利用

する。

6Li + n → T+ 4He (1–5)

7Li + n → T+ 4He + n (1–6)
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式 (1–6)の反応は約 3 MeVの閾値を持ち断面積も小さい事から、トリチウム生産には主に

式 (1–5)の反応が寄与する。そのため 6Liを数十 %に濃縮する設計が多い。DT反応で消

費されるトリチウム数に対するブランケットで生成されるトリチウム数の比はトリチウム増

殖比（Tritium Breeding Ratio, TBR）と呼ばれ、自給自足のためには TBRが 1を超える

事が要求される。中性子の構造材による吸収やブランケットの設置できない領域がある事等

から、TBR > 1を達成するためには中性子の数を DT反応生成数以上に増やす必要がある。

そのために、ベリリウムや鉛をブランケット構造材に使用し、次の反応を利用して中性子を

増倍させる事が考えられている。

9Be + n → 2n + 24He

APb + n → 2n + A−1Pb
(1–7)

ここで、Aは鉛の質量数で、A = 204, 206, 207, 208である。この増倍材や構造材の選び方

によってブランケットは幾つかの方式に分類される。ITER計画に参加している各極で異な

る方式のブランケットの開発が進められており、ITERテストブランケットモジュール計画

で試験が行われる予定である [17]。

DT核融合炉の成立に必要なプラズマ条件を一様プラズマで簡単に検討する。電子密度を

n、電子温度とイオン温度とが同温度 T とすると、炉心プラズマのパワーバランスは次式で

与えられる。
d

dt
(3nT ) = Pα + PH − PL =

n2

4
⟨σv⟩Eα + PH − 3nT

τE
(1–8)

ここで、Eα = 3.52 MeVはアルファ粒子の発生エネルギー、PH は外部加熱パワー、τE は

エネルギー閉じ込め時間である。プラズマが維持されるためには、加熱パワーが損失エネル

ギーを上回らなければならない。

n2

4
⟨σv⟩Eα + PH ≥ 3nT

τE
(1–9)

故に、

nτE ≥ 12T

⟨σv⟩Eα
(
1 +

5

Q

) (1–10)

ここで、Q はプラズマ Q 値と呼ばれるもので、加熱パワーに対する核融合出力の比であ

る。Q = 1 の場合を臨界プラズマ条件、Q = ∞ の場合を自己点火条件という。図 1–4 に

(a)DT 核融合炉における臨界プラズマ条件及び自己点火条件、(b)DT、DD 及び D3He 核

融合炉の自己点火条件を示す。プラズマ温度が T = 20 keV の場合、DT 核融合炉が臨

界プラズマ条件を満たすためには nτE ≥ 2.62 × 1019 m−3s、自己点火条件を満たすには

nτE ≥ 1.57 × 1020 m−3sが必要である。DTプラズマの場合自己点火条件を満たす最小の

温度は 26 keV程度であるが、D3Heプラズマでは約 99 keVである。ここでの検討は発電

効率や加熱効率を理想的に 1とした場合のものであり、実際的な効率（例えば発電効率 30%

等）や高エネルギーイオンの損失等を考慮した場合これより条件は厳しくなる。
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アルファ加熱は核融合反応が十分に起こっている時に行われるものであり、自己点火条件

を満たす温度になるまでは別の方法でプラズマを加熱する必要がある。トカマクでは、プラ

ズマ立ち上げ時にはプラズマ電流によって Ohm加熱がなされるが、温度が高くなると電気

抵抗が小さくなり、これだけでは核融合反応が十分起こるような温度のプラズマを得る事は

できない。そのため追加熱の目的で中性粒子ビーム入射（Neutral Beam Injection, NBI）

や高周波（Radio-Frequency, RF）加熱が用いられる。NBIは高エネルギーの中性粒子ビー

ムをプラズマに入射し、場の粒子との散乱を介してプラズマを加熱する方法である。イオン

を生成し加速させ、磁場にビーム軌道を曲げられないように中性化してからプラズマに入

射する。RF加熱はプラズマ粒子のサイクロトロン周波数に近い周波数の波をプラズマに入

射し、粒子を共鳴的に加速させプラズマを加熱する。波の周波数をイオンのサイクロトロ

ン周波数に合わせたイオンサイクロトロン周波数帯（Ion Cyclotron Range of Frequency,

ICRF）や、電子の周波数に合わせた電子サイクロトロン周波数帯（Electron Cyclotron

Range of Frequency, ECRF）等の波が用いられる。これらは外部加熱以外にも、非誘導電

流駆動やプラズマ診断の目的でも使用される。

これまでの核融合研究は、如何にしてプラズマを安定的に閉じ込めるかという事に主眼を

置き、核融合反応があまり起こらない水素や重水素プラズマ等を用いて実験が行われてき

た。現在は、本格的な核燃焼を伴うプラズマの理解に向けた実験を行う段階に移行しつつ

ある。DTプラズマ実験は二つのトカマク装置 JET（Joint European Torus）及び TFTR

（Tokamak Fusion Test Reactor）で行われているが [18, 19]、本格的に DT プラズマの物

理的な原理実証を目指した実験は ITER で初めて行われる。並行して原型炉の設計活動が

行われており、今後は ITERで得られる知見を利用し炉工学を含めた発電実証に向けて研究

が進められる。

1.1 非Maxwell速度分布関数

核融合プラズマでは、外部加熱や核融合反応によって高エネルギーイオンが生成される。

これらの高エネルギーイオンはバルクプラズマ粒子との衝突を介して、自身は減速しながら

周囲の粒子にエネルギーを付与する。イオン温度より十分高いエネルギーで生成されたイオ

ンはその減速過程で、速度分布関数の高エネルギー領域に非Maxwellテイル（或いは単に

テイルという）を形成する。従ってプラズマ中の粒子の速度分布関数は、定常的にMaxwell

分布にならない。図 1–5に、非Maxwellテイルが形成された速度分布関数の概念図を示す。

Fokker-Planck（FP）方程式等の運動論的方程式を解く事でプラズマ中の粒子の速度分布関

数が解析される。Coulomb散乱による速度分布関数の変化を記述する衝突項は、微小角散

乱が支配的であると考える事により、Landau[20]或いは Rosenbluth等 [21]によって導出

された。電磁場中のテスト粒子の軌道を追跡しながら、Coulomb散乱による速度変化をモ

ンテカルロ法で計算する方法 [22]によっても分布関数の評価が可能である。この方法は、着

目粒子と場の粒子との相互作用による場の粒子の速度分布関数変化の影響を考慮するのが難
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しい分速度空間上の取り扱いが粗くなるが、実空間上の運動を考慮しやすいという利点が

ある。

1.1.1 テイル形成要因及び特徴

NBI 加熱で生成された高エネルギーイオンの減速分布関数の近似解は Cordey 等によっ

て示された [23]。この近似解は、FP方程式で、背景粒子がMaxwell分布に従い、着目する

高エネルギーイオンの分布関数は等方的であるという仮定の下、電子の熱速度より十分小さ

く背景イオンの熱速度より十分大きい速度領域に対して解析的に導出された。テイル形成に

よる背景粒子の温度変化や自分自身との散乱等の非線形的な分布関数の振る舞いは考慮され

ないが、同条件の FP方程式の数値解と数 %の差で一致する。速度空間内の拡散により僅

かに上方散乱効果があるものの、この非Maxwell分布の最大エネルギーは殆ど NBIエネル

ギーである。NBI加熱の場合に限らず、例えば核融合反応生成等のように、高エネルギーイ

オンが単色のエネルギーで発生すると見做せる場合、この減速分布が適用できる。高エネル

ギーイオンの減速分布に加え、減速分布が形成された場合にバルクイオンの速度分布関数が

Maxwell分布から変化する事が考えられる。温度上昇の効果を除外するために、分布関数の

形状のみによって決定される核融合反応率係数を指標にしてバルクイオン分布関数の変化が

調べられたが、その変化は無視できる程小さい事が明らかにされている [24, 25]。

ICRF加熱によってMaxwell分布から変化した速度分布関数の近似解は Stixによって示

された [26]。ある位相速度を持つ ICRF 波が入射された時、共鳴的に粒子が加速される事

により、位相速度より僅かに小さい速度における分布関数が小さくなり、その分の粒子が位

相速度より大きい速度領域に移る。これにより位相速度以下で極小値を、位相速度以上で極

大値を持つような速度分布関数となり、これを平坦化させるような拡散が位相速度近傍の速

度空間内で起こる。Coulomb散乱による緩和が進み、最終的な分布関数が決定される。位

相速度近傍の拡散は準線形拡散と呼ばれ、これを記述する準線形拡散項を FP 方程式に取

り入れる事で、ICRF 加熱時の速度分布関数の解析ができる。Stix は背景粒子が Maxwell

分布に従うと仮定した FP 衝突項と磁気面平均吸収パワーや小旋回半径近似等をした準線

形拡散項とを用いて近似解を解析的に導出した。プラズマ中に新たに生成された高エネル

ギーイオンの減速分布である NBI 加熱の場合と違い、ICRF 加熱によって形成される非

Maxwell テイルは元々プラズマ中に存在したバルクイオンの加速によるものである。従っ

て、非Maxwell分布の最大エネルギーは波の周波数等によって決定される。例えば LHDで

は ICRF加熱により 1.5 MeVを超える粒子が観測されている [13]。サイクロトロン周波数

はイオン種と磁場の強さによって変わるため、加熱するイオン種や加熱位置をある程度選択

する事ができる。高密度のプラズマを加熱する場合、波の周波数によってはプラズマ中心部

まで伝播できない事がある。この場合、サイクロトロン周波数の 2倍や 3倍の高調波を用い

る事で、十分プラズマ中心部まで波を届けてプラズマを加熱する事ができる。用いる周波数

によって非Maxwellテイルが形成されるエネルギー領域が異なる [27]。
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高温プラズマ中のイオン同士の散乱過程としては Coulomb 散乱が支配的である。イオ

ンのエネルギーが高くなると、弾性散乱の微分断面積の実測値は Rutherford 断面積とは

異なる事が知られている。微分断面積の実測値から Rutherford 断面積を引いたものは核

弾性散乱（Nuclear Elastic Scattering, NES）と呼ばれている [28]。NES 断面積には核力

及び核力と Coulomb 力との干渉による寄与が含まれており、Nuclear plus interference

scatteringとも呼ばれる [29]。荷電粒子の弾性散乱過程はあくまで一つであり、Coulomb散

乱と NESとの異なる 2種の散乱過程があるわけではない事に注意が必要である。しかしな

がら、Coulomb散乱と NESとの断面積を分けて考える事は、FP衝突項の利用や核力の寄

与する散乱がプラズマに及ぼす影響を調べやすい等の利点がある。図 1–6に 5.6 MeVの陽

子と静止した重陽子との微分散乱断面積の実測値と Rutherford 断面積とを比較する [30]。

Coulomb散乱に比べて散乱頻度が小さいが、NESは大角度散乱であり一度の散乱で輸送さ

れるエネルギーが大きく、高エネルギーイオンの減速を促進する [31]。高エネルギーイオン

の減速に対する Coulomb散乱と NESとの影響を比較する時、散乱頻度と一度の散乱当た

りのエネルギー輸送量との両方を考慮したエネルギー損失率を比較するのが便利である。エ

ネルギー損失率は衝突項のエネルギーの一次のモーメントであり、Coulomb散乱によるも

のは解析解が [32]、NESによるものは数値積分を必要とする半解析解が [33]それぞれ導出

されている。図 1–7に各散乱によるエネルギー損失率を示す。Coulomb散乱の場合、エネ

ルギーが高い時速度の近い電子との散乱による減速、即ち電子加熱の割合が大きい。従っ

て、核融合反応生成粒子による自己加熱の大部分は電子加熱に寄与する。一方で、NESは

イオン同士の散乱であり、エネルギーが高い程背景イオンへのエネルギー付与が大きくな

る。NES によるイオン加熱割合の増加 [34, 35, 36] は特に D3He 核融合炉の成立に重要な

役割を演じる [37]。NESによってノックオンテイルと呼ばれる非Maxwellテイルが形成さ

れる [36, 38, 39]。バルクイオンが高エネルギーイオンとの NESによってエネルギーを付与

され、バルクイオン分布関数上に高エネルギーの反跳成分が現れる。この反跳成分が NES

と Coulomb散乱とによって減速し、ノックオンテイルを形成する。従って、ノックオンテ

イルの最大エネルギーはプラズマ中に存在するイオンの最大エネルギーによって決定され

る。核融合プラズマでは外部加熱が行われない場合でも、核融合反応生成粒子による NES

の影響で燃料イオン速度分布関数上に必ずノックオンテイルが存在する。

外部加熱や NESによる速度分布関数の変化は衝突理論に基づいて解析する事ができ、形

成される非Maxwell分布について殆ど完全に理解されている。一方で、様々なプラズマの

不安定性に起因する電磁場の揺動によっても速度分布関数が変化する可能性があるが、これ

まで十分な検討がなされていない。制御可能である外部加熱とは違い、突発的或いは予期せ

ずに起こる様々な現象に応じて分布関数が変化するのであれば、先ず個々の現象に対してそ

れぞれの分布関数変化の特徴を理解しておく事が核融合炉の成立に必要不可欠である。以下

ではアルヴェン固有モード（Alfvén eigenmode, AE）を例に、分布関数が変化する可能性

について考える。

7



粒子は磁力線の周りを旋回するため、Larmor半径より大きなスケールでは、プラズマは磁

力線に凍り付いているように見える。プラズマが磁力線を横切る方向に運動した場合、その

慣性力と磁力線の持つ張力に相当する力によって、磁力線とプラズマとは一体となり弦のよ

うに振動する。この振動は Alfvén波と呼ばれる電磁流体力学（MagnetoHydroDynamics,

MHD）において最も基本的な波である。Alfvén波の伝播速度 vA = B/
√
µ0mini を Alfvén

速度という。ここで B は磁場の大きさ、µ0 は真空の透磁率、mi はイオン質量、ni はイオ

ン密度である。Alfvén波には圧縮性及びシア（捩れ）モードがある。圧縮性 Alfvén波は伝

播方向に磁力線が振動するため磁力線密度が変化する。磁場圧力が変動するため復元力が増

し、周波数が高くなる。シア Alfvén 波は伝播方向に垂直な方向に磁力線が振動するため、

磁力線密度は変化しない。磁場圧力は変化しないため周波数が低くなる事ができる。磁力線

方向にしか伝播できず、摂動磁場が平衡磁場及び伝播方向に垂直に、電場が伝播方向と摂動

磁場との両方に垂直方向に生じる。通常のトカマク装置では、周波数の低いシア Alfvén波

が励起されるが、相対的に磁場の小さい球状トカマク装置では圧縮性 Alfvén波が励起され

る。空間的に密度が変化する場合、Alfvén速度は密度と共に変化するため、シア Alfvén波

の分散関係 ωA = k∥vA はある特定の密度でのみ満たされる。ここで ω は Alfvén波の周波

数、k∥ は平衡磁場方向の波数である。この密度では Alfvén波の共鳴吸収が起こり、この吸

収の条件は Alfvén周波数 ωA がプラズマ中で取り得る範囲内で連続的に成り立つ。これは

連続スペクトルと呼ばれる。トーラス装置では、同一磁気面上でトロイダル磁場の強さが主

半径に反比例して変化するため、ポロイダル角によって Alfvén速度が変化する。このポロ

イダル角依存性により、ポロイダルモード数mのモードはm± 1のモードと結合する。こ

の効果により、ある Alfvén周波数の付近で連続スペクトルが上下に別れ、共鳴吸収の起こ

らない周波数ギャップが現れる [40]。この周波数ギャップ内には減衰の弱い固有モードが存

在する。このモードはトロイダル Alfvén固有モード（Toroidal Alfvén eigenmode, TAE）

と呼ばれる。周波数ギャップは他にも様々な原因で存在し、例えばプラズマのポロイダル断

面の楕円度に誘起されるモード（Ellipticity-induced Alfvén eigenmode, EAE）[41]や三角

度に誘起されるモード（Non-circular Alfvén eigenmode, NAE）[42]等、様々なモードが

その原因によって分類されている。トカマクプラズマにおける周波数ギャップを有する連続

スペクトルの一例を図 1–8に示す。

AEは基本的に Alfvén波の性質を持つ固有振動であり、それ単独では安定であるが高エ

ネルギー粒子との共鳴により不安定になり得る。不安定化された AEがある振幅に達すると

今度は高エネルギー粒子の輸送に影響を及ぼす。このような高エネルギー粒子と AE との

共鳴的な相互作用の理解は、核融合炉の成立を目指す上で最も重要な研究課題の一つである

[43]。AEの高エネルギーイオンによる不安定化や飽和振幅 [44, 45, 46]、不安定なモードに

よる高エネルギーイオンの径方向輸送への影響 [47, 48, 49, 50]が調べられてきた。これま

での研究は高エネルギーイオンの相互作用に主眼が置かれてきた。しかしながらバルクイオ

ンも AE との共鳴条件を満たす事ができる [51] ため、AE によってバルクイオン分布関数
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が非Maxwell分布になる可能性がある。Gates等は、励起された圧縮性 AEによって粒子

エネルギーの上昇が起こる事を簡単なモデルで示し、高エネルギーイオンによって励起され

た圧縮性 AE によるバルクイオンのストキャスティック加熱機構の可能性を理論的に示し

た [52]。高エネルギーイオンによって不安定化された AEのエネルギーが音波に輸送され、

熱イオンに強く Landau減衰を受ける音波がバルクイオンを加熱するという、AEによる音

波を介したバルクイオン加熱経路の存在が指摘されている [53]。これらのように、励起され

た AEがバルクイオンを加熱し得るという事は予想されている。加熱が起こった場合、共鳴

条件を満たす粒子の加速に基づく以上は、ある一瞬にはバルクイオン分布関数は Maxwell

分布から歪み、衝突による緩和が速ければ即座に最初より温度の高いMaxwell分布になり、

遅ければ非Maxwell分布になるはずである。具体的にバルクイオン速度分布関数がどのよ

うにMaxwell分布から変化するのか、或いはMaxwell分布の形状を保ったまま温度が上が

るのかは未解明である。

1.1.2 速度分布関数変化のプラズマへの影響

核融合反応率係数は燃料イオン速度分布関数の形状によって決定される。従って非

Maxwell テイルが形成された場合、反応率係数の上昇に伴い核融合出力が増加する。この

出力増倍は NBI 加熱プラズマを対象に Dawson 等によって初めて指摘され、TCT（Two

Component Torus）効果と呼ばれている [54]。バルク成分に加え非Maxwell成分の 2成分

が速度分布関数に在る事が核融合出力増加の本質であり、この事はトーラスプラズマに限

られるものではない。その後 ICRF加熱によるテイル [55]やノックオンテイル [56]の形成

による核融合出力及び反応率係数への影響が調べられている。AE等のプラズマ不安定性に

よって燃料イオン分布関数が非Maxwell成分を持つ場合、核融合出力の異常増加が観測さ

れる事になる。制御可能な方法でテイルを形成し積極的に核融合出力の増加を狙うのに対

し、不安定性による出力増加は制御困難であり好ましいものではない。核融合炉運転時に出

力を増加させたい場合であっても、不安定性は徹底的に抑制させられるべきである。

高エネルギーイオンは Alfvén不安定性や、フィッシュボーン不安定性、運動論的バルー

ニングモード等様々な不安定性を誘発し、それらと相互作用する [57]。これらの不安定性を

解析するに当たり、どのようなエネルギーのイオンがどれだけいるか、即ち速度分布関数を

知っている必要がある。特に分布関数の勾配や非等方性が不安定化を決定する重要な要因で

ある。バルクイオンに比べ衝突頻度の低い高エネルギーイオンは、非等方性を維持しやす

い。従って、理論及び実験解析の両方で、各速さ、運動方向及び位置における分布関数を精

度良く得られる事が不安定性との相互作用の理解に重要である。AEの振幅の時間発展を数

値解析する際に、背景イオンに対しては理想MHD方程式を適用し、高速イオンに対しては

非等方減速分布を考慮するために粒子シミュレーションを行うモデルがあり、このモデルに

よって初めて高エネルギーイオン空間分布と AEの非線形飽和振幅との実験結果の再現に成

功している [58, 59]。

9



高エネルギーイオンの分布関数は駆動電流にも影響を及ぼす。接線 NBIによる電流駆動

は非誘導電流駆動源として最も有望であると考えられる。高エネルギーイオンの運動によっ

て生じる電流密度は速度分布関数の電荷の一次のモーメントなので、ピッチ角（磁力線と粒

子運動方向とのなす角）方向の分布やエネルギー分布が重要である。等方化時間及び減速時

間の短い低温高密度のプラズマ程駆動される電流は小さくなるはずである。核融合反応生成

粒子が等方的に発生したとしても、ピッチ角によって損失し易さや軌道の特徴が異なる事等

により、非等方的な非Maxwell分布を形成し、これにより電流が駆動され得る事が指摘さ

れている [7, 60]。これまで知られている NBIや ICRF波、核融合反応等以外の要因で形成

されるテイルによって有意な電流駆動がもし存在するならば、トカマク装置の定常運転に有

利になるためその調査の意義は大きいであろう。

重水素プラズマでは、DD反応によって約 1.01 MeVのトリトンが発生する。このトリト

ンは減速分布関数を持ち、プラズマ中に大部分として存在する重陽子と DT 反応を起こし

14 MeV 中性子を放出する。従ってプラズマ中に閉じ込められている高エネルギーイオン

（トリトン）の情報を、プラズマの外に飛び出す中性子を計測する事によって得る事ができ

る。この事はトリトン燃焼と呼ばれ、DT核融合炉における 3.5 MeVアルファ粒子の閉じ

込めを模擬し予測するために、多くの装置で観測が行われてきた [61, 62, 63, 64]。DT中性

子発生率の時間変化からトリトン輸送係数等が議論されているが、トリトン速度分布関数の

解析と合わせて詳細な輸送特性の理解が可能になる。

1.2 核融合反応生成粒子の放出スペクトル

二つの静止したイオン同士が核融合反応を起こすとすると、DT、DD 及び D3He 反応

による生成粒子は反応の Q 値を運動量保存則を満たすように分配したエネルギー、即ち

式 (1–1)–(1–3)に示したエネルギーを持って放出される。反応するイオンが運動エネルギー

を持つ場合、重心系における反応生成粒子放出エネルギーは二つのイオンの相対速度のエネ

ルギーと反応の Q値との和を分配したエネルギーであり、実験室系では放出角度に応じて

重心速度の影響を受け放出エネルギーが決定される。従って、核融合反応生成粒子はあるエ

ネルギー分布を持ってプラズマ中で生成される。

燃料イオン速度分布関数がMaxwell分布の時、核融合反応で生成される粒子の放出スペ

クトルは Gauss 分布で近似する事ができる [65]。非 Maxwell 分布の時には、放出スペク

トルは Gauss 分布から歪み、非 Gauss 成分を有するスペクトルとなる事が知られている

[66, 67, 68, 69]。図 1–9に非 Gauss成分が形成された核融合反応生成粒子の放出スペクト

ルの概念図を示す。外部加熱等により非等方的な非Maxwellテイルが形成された場合、生

成粒子放出スペクトルも非等方性を持つ [70, 71]。ノックオンテイルの形成により、DTプ

ラズマにおいて僅かながら 8 MeV以上のアルファ粒子が生成される事が示されており [68]、

このような高エネルギーアルファ粒子の閉じ込め特性やプラズマへの影響は興味深い検討課

題であろう。放出スペクトルの Gauss分布からの歪みは、次節で概観されるように中性子
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計測による高速イオン診断への応用を目的として、主に中性子放出スペクトルを対象に解析

が進められてきた。

トーラス装置では、中性子放出が等方的な場合であっても、第一壁への入射中性子束或

いは壁負荷が壁面上の位置によって異なる事が知られている [72, 73]。中性子放出スペクト

ルが Gauss分布から歪み、非等方的である場合、入射中性子束に加え、壁面への入射エネ

ルギー及び入射角分布も異なる事が考えられる。従って、中性子スペクトルの計測によっ

てプラズマ診断を行う場合、設置位置及び計測器視線によって観測されるスペクトルが異

なる事を理解しておく必要がある。中性子スペクトルの非等方性により、炉内機器の中性

子による影響も、中性子工学的計算によって現在知られているものから変わる可能性があ

る。従って、任意の燃料イオン分布関数に対する二重微分中性子放出スペクトルや任意の

壁面位置への入射スペクトルの解析モデル及び計算コードの開発は、中性子スペクトル計

測に基づくプラズマ診断、炉壁や炉内機器の保守を考える上で重要である。これまで NBI

及び ICRF 加熱時の重水素プラズマを対象として、固定した計測器視線上の中性子放出ス

ペクトルの解析が進められており、実験結果との良い一致が得られている [74, 75, 76]。こ

れらの解析では、NBI加熱の場合には輸送コード TRANSP[77]のモジュールの一つである

NUBEAM[78] を用いて NBI 生成イオンの減速分布を計算しているが、ICRF 加熱の場合

は温度の異なる 2種のMaxwell分布の重ね合わせとして非Maxwell分布を模擬している。

従って、ICRF加熱や NES、或いは不安定性等によってバルクイオン分布関数が歪む事で形

成される非Maxwell分布を診断対象とする場合、これらの分布関数を考慮できる中性子ス

ペクトル解析コードの開発が必要である。

1.3 イオン分布関数診断

イオン速度分布関数を調べる事で、1.1.2節で述べたようなプラズマ中の高エネルギーイ

オンに起因する種々の現象が理解できるため、イオン分布関数の診断は実験プラズマ及び核

融合炉の両方で重要な役割を担う。これまで幾つかの分布関数診断技術が提案され利用さ

れてきた。その方法としてイオンの情報を直接調べるものと核融合生成中性子の計測によ

り間接的にイオンの情報を得る方法とに大別できる。イオンの情報を直接計測する手法と

して、協同トムソン散乱法（Collective Thomson Scattering, CTS）[79]や中性粒子分析器

（Neutral Particle Analyzer, NPA）[80]がある。

CTSはプラズマ中にレーザー光を入射し、反射波を測定し解析する事でイオン速度分布関

数を計測する。プラズマ中の電子はある速度で運動するイオンの正電荷を遮蔽するように運

動する。入射レーザー光の散乱波は、このような電子の協同（集団）運動によって Doppler

シフトする。電子群が追従しようとするイオンの速度によって散乱波の変調が決まるため、

散乱波のスペクトルはイオン分布関数を反映している。

NPAはプラズマから飛び出してくる中性粒子を計測する事でイオン分布関数を得るもの

である。プラズマには荷電粒子のみでなく、燃料供給や装置壁からのリサイクリング等で中
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性粒子が存在する。プラズマ中のイオンはこれらの中性粒子との荷電交換反応により、殆ど

元々持っていたエネルギーを持って中性化され電磁場による拘束を受けなくなりプラズマの

外に放出される。従って NPAでは、イオン分布関数を反映した中性粒子スペクトルが観測

される。

中性子放出スペクトルの非 Gauss成分の形状は、燃料イオン速度分布関数の非Maxwell

テイルの形状によって決まるため、中性子スペクトルの計測によって燃料イオン速度分布関

数を診断する事ができる。JETにおける NBIと ICRF波との両方で加熱された重水素プラ

ズマで、計測された中性子スペクトルから数値計算結果と概ね一致するような重陽子速度分

布関数が得られた [81]。単色エネルギーの重陽子と Maxwell分布の重陽子との反応による

スペクトルの数値計算結果を様々な単色エネルギーに対して用意し、それらの重ね合わせと

して観測されたスペクトルを表現する事で、高エネルギー重陽子分布のエネルギーの重みが

決定され、分布関数が評価された。

これまでは高エネルギーイオンが多数存在する或いは核融合反応の大部分が高エネルギー

イオンによって起こっているようなプラズマにおいて、上述の方法でイオン分布関数が計

測されてきた。ITERや原型炉等のプラズマでは、高エネルギーイオン密度はバルクイオン

密度に比べて非常に小さく、Maxwell成分より何桁も小さい非Maxwellテイルが形成され

ているようなイオン分布関数になる。少数の高エネルギーイオンのプラズマへの影響 [82]

の理解や、炉の制御のために、小さな非Maxwellテイルが精度良く計測できる必要がある。

従って何れの診断方法においても精度の向上が要求される。

1.4 本研究の目的

多数の荷電粒子の集団として振る舞うプラズマにおいて、弾性散乱や核融合反応等の原子

核反応過程が多数回起こった結果として、イオン速度分布関数や反応生成粒子の放出スペク

トルが形成される。これまでにプラズマの不安定性によってバルクイオンが加熱され得る事

が指摘されてきた。不安定性による揺動電磁場の集団的な核反応過程への影響として、具体

的に分布関数や放出スペクトルがどのように変化するかは殆ど未検討である。核融合炉の運

転を考える上で様々なプラズマ中の現象に対して、個々の現象が分布関数にどのような影響

を及ぼすのかを系統的に理解しておく事が、炉の制御や安全性の観点から重要である。この

ような非Maxwell分布関数は中性子放出スペクトルの計測等によって実験的に調べる事が

できるため、中性子スペクトルの性質を把握しておく事は有用である。将来の核融合炉級プ

ラズマのように、バルクイオン密度に対して何桁も小さな非Maxwelテイルが形成される場

合、診断精度の向上が必要であり、計測システムの改善や或いは他の何らかの工夫が要求さ

れる。

本研究の目的は、プラズマ不安定性によって生じる揺動電磁場によるイオン速度分布関数

及び中性子放出スペクトルへの影響、即ち集団的核反応過程への影響を明らかにする事であ

る。イオンの電磁場中の運動と Coulomb散乱による速度変化とを考慮してイオン速度分布
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関数を解析し、中性子放出スペクトル及び第一壁への入射スペクトルを評価する数値解析モ

デルを構築し、計算コードを開発する。開発した計算コードを用いて、先ず不安定性による

揺動電磁場が無い場合に対して、NBI加熱時の第一壁にプラズマから直接入射する中性子エ

ネルギースペクトルの壁面位置及び入射角依存性を明らかにする。入射スペクトルの数値解

析結果に基づき、中性子放出の非等方性を利用した高速イオン診断の測定精度を高める方法

を提案する。様々なプラズマ不安定性に対し、それぞれの燃料イオン速度分布関数への影響

を系統的に明らかにしていく第一段階として、不安定な AEが存在するプラズマを想定し、

AEによってバルクイオン分布関数がMaxwell分布から歪み得る事を指摘する。AEによる

非Maxwellテイル形成が、核融合反応率係数及び中性子放出スペクトルに及ぼす影響を明

らかにする。中性子放出スペクトルの非 Gauss成分を計測する事による、AEによって形成

されるテイルの実験的確認の可能性を議論する。

1.5 本論文の構成

本論文は全 5章から構成される。

本章では、磁場閉じ込め核融合炉の概念及びこれまでの研究について概観した。イオン速

度分布関数はMaxwell分布にはならず、非Maxwellテイルがプラズマ中で決定的な役割を

担う事を述べ、その診断方法を紹介した。燃料イオン速度分布関数の理解及び分布関数診断

法に関する従来の研究の問題点を指摘し、本研究の目的を示した。

第 2章では、本研究で開発した解析モデルを説明する。この解析モデルでは、先ず電磁場

中のイオンの案内中心軌道を Coulomb散乱による速度変化を考慮して追跡しながら燃料イ

オン分布関数を評価する。得られた分布関数を用いて、中性子放出スペクトル及び第一壁に

プラズマから直接入射する中性子の任意の壁面位置と入射角度とに対する入射スペクトルを

評価する。解析モデルを構成する部分的な要素から、基本的な高速イオンの振る舞いや燃料

イオン分布関数と中性子スペクトルとの関係を調べる。

第 3章では、プラズマ不安定性による揺動電磁場が無い場合に対して、NBI加熱による中

性子スペクトルの変化を明らかにする。ITER級 DTプラズマ及び LHD重水素プラズマを

想定し、第一壁への中性子入射スペクトルを評価する [83, 84]。入射エネルギースペクトル

の壁面位置及び入射角度依存性を明らかにし、中性子放出の非等方性を利用する事によって

高速イオン診断の精度を向上させる方法を提案する [83]。この方法を利用したノックオンテ

イルの検証実験シナリオを簡単に検討する [85]。

第 4章では、ITER級 DTプラズマ中に単一の AEが励起された場合を想定し、燃料イオ

ン速度分布関数を評価する [86]。AE によってバルクイオン分布関数が Maxwell 分布から

歪み、非等方的な非 Maxwell分布となる事を指摘する。非 Maxwellテイルの形成により、

揺動電磁場が存在する領域の周辺で局所的に核融合反応率係数が増加する事、及び中性子放

出スペクトルが歪む事 [87]を示す。

第 5章では、本研究の結論及び今後の研究課題について述べる。
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図 1–1 燃料イオンが温度 T の Maxwell 分布である場合の T(d,n)4He、D(d, n)3He、

D(d, p)T及び 3He(d,p)4He反応の反応率係数。
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図 1–2 トロイダルドリフトの説明。(a)TFコイルの作るトロイダル磁場のみでは、(b)

電子とイオンとは磁場の勾配により互いに逆の上下方向にドリフトし、(c)荷電分離が起

こって垂直方向の電場が生じる。その結果 (d)電子とイオンとはプラズマ外側に E ×B

ドリフトし、プラズマが膨張してやがて壊れてしまう。
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図 1–3 トカマクプラズマの概念
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図 1–4 (a)DTプラズマでプラズマ Q値が Q = 1、10及び∞となるための電子密度、

温度及びエネルギー閉じ込め時間の条件。(b)DT、D及び D3Heプラズマにおける自己

点火条件。

17



Maxwellian
Non-Maxwellian tail

    
created by:

    

・NBI heating

    

・ICRF heating

    

・NES

    

・Instabilities, etc.

f(E)

E
図 1–5 非Maxwellテイルを有する速度分布関数の概念図。両対数グラフの場合の形状

を示している。
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図 1–6 5.6 MeV の陽子と静止した重陽子との弾性散乱断面積。実測値と Rutherford

断面積とを比較している。
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図 1–7 DTプラズマにおける重陽子、トリトン及び電子との散乱によるアルファ粒子の

エネルギー損失率。
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図 1–8 ITER級 DTプラズマにおけるトロイダルモード数 n = 3の Alfvén連続スペクトル。
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図 1–9 非 Gauss成分を有する核融合反応生成粒子の放出スペクトルの概念図。縦軸を

対数で取った場合の形状を示している。
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第 2章 燃料イオン分布関数及び中性子スペクトルの数値解析

モデルと基本特性

本研究では、非等方燃料イオン分布関数の第一壁への中性子入射スペクトルへの影響を調

べるために、燃料イオン分布関数をプラズマ中のイオン案内中心軌道を追跡しながら解析

し、得られた分布関数に基づき中性子放出及び入射スペクトルを評価する数値解析モデルを

構築した。本章では、開発した解析モデルを説明し、基本的な高エネルギーイオン挙動及び

燃料イオン分布関数と中性子スペクトルとの関係を考察する。

2.1 燃料イオン分布関数

2.1.1 Boozer座標系における案内中心軌道

A. 運動方程式

Boozer座標系は磁力線を直線で表した座標系であり、磁力線 Bの共変ベクトルは、

B = g∇ζ + I∇θ (2–1)

反変ベクトルは

B = ∇ψt ×∇θ +∇ζ ×∇ψp

= ∇× (ψt∇θ − ψp∇ζ) (2–2)

で表される [88]。ここで、g はポロイダル電流、I はトロイダル電流、θ はポロイダル角、ζ

はトロイダル角、ψt はトロイダル磁束関数、及び ψp はポロイダル磁束関数である。Boozer

座標は (ψ, θ, ζ)で表され、ψには ψt と ψp とのどちらも取る事ができる。図 2–1に Boozer

座標系の概念図を示す。

平衡磁場中の荷電粒子の運動に対する Hamiltonianと Lagrangianとは次式で書かれる。

H =
1

2
mv2 + ZeΦ

=
Z2e2ρ2∥B

2

2m
+ µmB + ZeΦ (2–3)

L =
(
Zeρ∥B+ ZeA

)
· v −H

=
(
Zeψt + Zeρ∥I

)
θ̇ +

(
Zeρ∥g − Zeψp

)
ζ̇ −H (2–4)

ここで、mは荷電粒子の質量、vは速度、Z は電荷数、eは電気素量、Φは静電ポテンシャ

ル、ρ∥ = mv∥/(ZeB)、µm = mv2⊥/(2B)は磁気モーメント、Aはベクトルポテンシャル、

v∥ 及び v⊥ はそれぞれ速度の磁力線に平行及び垂直成分である。Ẋ はある変数 X の時間微

分を表す。粒子の運動エネルギーと磁気モーメント µm とは断熱不変量なので、案内中心軌
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道の時間変化は ρ∥、ψt（ψp）、θ 及び ζ の 4変数の時間変化を追う事で得られる。従って、

式 (2–4)から Lagrange方程式を立て、ρ̇∥、ψ̇t（ψ̇p）、θ̇ 及び ζ̇ について解く事で、Boozer

座標系における案内中心軌道の運動方程式が得られる。座標 (ψp, θ, ζ)に対する運動方程式

は、次式で書ける。

ρ̇∥ =
ρ∥g

′
ψp

− 1

Dp

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂θ
+ Ze

∂Φ

∂θ

]

−
ρ∥I

′
ψp

+ q

Dp

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂ζ
+ Ze

∂Φ

∂ζ

]

ψ̇p = − g

Dp

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂θ
+ Ze

∂Φ

∂θ

]

+
I

Dp

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂ζ
+ Ze

∂Φ

∂ζ

]

θ̇ = −
ρ∥g

′
ψp

− 1

Dp

Z2e2ρ∥B
2

m
+

g

Dp

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂ψp
+ Ze

∂Φ

∂ψp

]

ζ̇ =
ρ∥I

′
ψp

+ q

Dp

Z2e2ρ∥B
2

m
− I

Dp

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂ψp
+ Ze

∂Φ

∂ψp

]

(2–5)

ここで、Dp = Ze[gq + I + ρ∥(gI
′
ψp

− Ig′ψp
)]、q は安全係数、X ′

Y は ∂X/∂Y を表してい

る。座標 (ψt, θ, ζ)に対しては次のように書ける（付録 A–1参照）。

ρ̇∥ =
ρ∥g

′
ψt

− ι

Dt

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂θ
+ Ze

∂Φ

∂θ

]

−
ρ∥I

′
ψt

+ 1

Dt

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂ζ
+ Ze

∂Φ

∂ζ

]

ψ̇t = − g

Dt

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂θ
+ Ze

∂Φ

∂θ

]

+
I

Dt

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂ζ
+ Ze

∂Φ

∂ζ

]

θ̇ = −
ρ∥g

′
ψt

− 1

Dt

Z2e2ρ∥B
2

m
+

g

Dt

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂ψt
+ Ze

∂Φ

∂ψt

]

ζ̇ =
ρ∥I

′
ψt

+ 1

Dt

Z2e2ρ∥B
2

m
− I

Dt

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂ψt
+ Ze

∂Φ

∂ψt

]

(2–6)

ここで、Dt = Ze[g + ιI + ρ∥(gI
′
ψt

− Ig′ψt
)]、ι = 1/q は回転変換である。本研究で使用

した ORBIT コード [89] では式 (2–5) を、DELTA5D コード [15] では式 (2–6) を 4 次の

Runge-Kutta法で解いている。

図 2–2(a)に、軸対称トカマクにおける無衝突軌道をポロイダル断面に投影したものの例

24



を示す。赤道面上の磁気軸より外側の位置で、初期ピッチ角 0◦、100◦ 及び 180◦ で粒子を発

生させ、DELTA5Dコードで計算した。ピッチ角 0◦ は磁力線方向の、180◦ は磁力線と逆方

向の粒子の運動を表す。一般にトーラス装置におけるポロイダル断面内の粒子軌道は、磁場

の勾配や曲率等の影響を受け磁力線を横切ってドリフトするため、磁気面に一致しない。初

期ピッチ角 0◦ と 180◦ との場合、トロイダル方向に互いに逆方向に周回する。トロイダル方

向のプラズマ電流とトロイダル磁場との方向が同じ場合、磁力線と同方向（ピッチ角 0◦）の

周回粒子は磁気面より内側に、逆方向（ピッチ角 180◦）の周回粒子は磁気面より外側にドリ

フトする。初期ピッチ角 100◦ のポロイダル面内の軌道は磁気軸を囲まずに閉じている。こ

れは磁力線に平行方向の速度が小さく、磁場の強い（主半径 Rが小さい）領域で磁場に跳ね

返されるためである。図 2–2(b)のように、初期ピッチ角 0◦ の粒子の水平面内の軌道は、ト

ロイダル方向に周回しているのに対し、初期ピッチ角 100◦ の粒子は磁場の強い領域で運動

方向が繰り返し変化し、歳差運動しながら少しずつトロイダル方向に周回していく。このよ

うな軌道は速度の磁力線に平行方向成分が小さいピッチ角 90◦ 付近の粒子で見られ、捕捉軌

道或いはポロイダル断面内の軌道がバナナの形状に似ている事からバナナ軌道と呼ばれる。

捕捉軌道に対し、磁場に捕捉されずに周回できる粒子の軌道を通過軌道と呼ぶ。

実際のトカマク装置では、トロイダル磁場を作るコイル同士の間に隙間が生じるため、

軸対称にはなり得ずトロイダル方向に磁場の不均一性が存在する。これはトロイダル磁場

（Toroidal Field, TF）リップルと呼ばれる。TFリップルが存在すると、赤道面に対して上

下でバナナ運動が受けるドリフトが異なり、バナナ軌道が一往復の間に閉じず外側に輸送さ

れ粒子が損失しやすくなる。TFリップルはトカマク装置における粒子損失の主な原因であ

り [90]、これを低減するために強磁性体を挿入する事が提案されている。これにより ITER

の scenario 4におけるアルファ粒子のエネルギー損失が 1/8程度低減できると予測されて

いる [91]。

B. モンテカルロ衝突オペレータ

テスト粒子の電磁場中の案内中心軌道は運動方程式 (2–5)或いは (2–6)を解く事で得られ

るが、場のプラズマ粒子との散乱によってもテスト粒子の速度が変化する。背景粒子の速度

分布関数がMaxwell分布に従う場合の、Coulomb散乱によるテスト粒子の速度変化を軌道

計算で考慮できるモンテカルロ衝突オペレータが開発されている [22]。ここではその衝突オ

ペレータを解説し、FP方程式の解と同等の結果が得られる事を示す。

テスト粒子種 aのある物理量 qa がMaxwell分布に従う背景粒子種 bとの Coulomb散乱

により時間 ∆t秒後に q′a に変化したとする。q の分布が時刻 0で単色で、散乱を受けて ∆t

秒後に Gauss 分布に変化すると仮定すると、一つのテスト粒子 a の qa の変化は次式で表

せる。
q′a = qa +∆qa (2–7)
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∆qa =
∑
b

⟨
dqa
dt

⟩
b

∆t+ ξ

√⟨
dσ2

qa

dt

⟩
b

∆t (2–8)

ここで ξ は正規分布に従う乱数で決定するが、同じ確率で −1と 1とのどちらかに決めるコ

イントスモデルと呼ばれる簡易的な方法がよく使われる。⟨dqa/dt⟩b は Coulomb散乱によ

る q の平均変化率、即ち FP衝突項で q を平均した量で、⟨
dqa
dt

⟩
b

=

∫
dvq

(
∂fa
∂t

)FP

b

∣∣∣∣∣
fa=δ(v−va)

(2–9)

⟨
dσ2

qa/dt
⟩
b
は Coulomb散乱によって変化した q の分布の分散で、⟨

dσ2
qa

dt

⟩
b

=

⟨
dq2a
dt

⟩
b

− 2qa

⟨
dqa
dt

⟩
b

(2–10)

で表される。背景粒子種 bがMaxwell分布の場合、FP衝突項は次式で表される（付録 A–3

参照）。

1

Γa

(
∂fa
∂t

)FP

b

=
1

v2
∂

∂v

[
A

(
fa +

Tb
mav

∂fa
∂v

)]
+

1

2v3
∂Gb
∂v

∂

∂µ

(
1− µ2

) ∂fa
∂µ

(2–11)

ここで、Γa = Z4
ae

4 lnΛab/(4πϵ
2
0m

2
a)、f は速度分布関数、Z は電荷数、eは電気素量、lnΛ

は Coulomb対数、ϵ0 は真空の誘電率、mは質量、A = nbmaZ
2
bψ(x)/(mbZ

2
a)、nは密度、

ψ(x) = erf(x)− 2xe−x
2

/
√
π、T は温度、Gb = nbvb(Z

2
b /Z

2
a)(erf(x)− xerf ′(x))/(2x2)、添

字 a及び bはその粒子種の量を表す。vb は粒子種 bの熱速度、x = v/vb である。

軌道計算で Coulomb散乱によるテスト粒子の速度変化を考慮するには、運動方程式 (2–5)

或いは (2–6) を解く時間ステップの間のエネルギー E とピッチ µ との散乱による変化量

を計算すれば良い。式 (2–9)–(2–11)からエネルギー及びピッチの変化が以下のように得ら

れる。 ⟨
dEa
dt

⟩
b

= −nbZ
2
aZ

2
b e

4 lnΛab
4πϵ20mb

Ψ(va)

va
(2–12)

⟨
dσ2

Ea

dt

⟩
b

=
nbZ

2
aZ

2
b e

4 lnΛab
4πϵ20

v2b
va
ψ (x) (2–13)

⟨
dµa
dt

⟩
b

= −nbZ
2
aZ

2
b e

4 lnΛab
4πϵ20m

2
a

[(
1− 1

2
√
x

)
ψ (x) + ψ′ (x)

]
µa
v3a

(2–14)

⟨
dσ2

µa

dt

⟩
b

=
nbZ

2
aZ

2
b e

4 lnΛab
4πϵ20m

2
a

[(
1− 1

2
√
x

)
ψ (x) + ψ′ (x)

]
1− µ2

a

v3a
(2–15)

ここで、Ψ(va) = ψ(x)− (mb/ma)ψ
′(x)である。上式と完全に同等な v∥ 及び v⊥ の変化を

記述するもの [90]や、任意の背景粒子分布関数に対して扱えるモデル [92]等も開発されて

いる。
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図 2–3に、電子密度 ne = 1019 m−3、温度 Te = 2 keVの一様な水素プラズマ中で、時刻

t = 0 sでエネルギー Ep0 = 100 keVで発生した陽子のエネルギー分布関数の時間変化を示

す。モンテカルロオペレータを用いてテスト粒子数 2000000 個の速度変化を計算しその分

布を計算したものと、FP方程式 (2–11)の解とは、モンテカルロ計算の誤差を除き完全に一

致している。

C. NBI電離モデル

NBIによって生成される高速イオンの解析を行う際に、テスト粒子の発生位置をプラズマ

中のビーム入射線上の電離分布から決定する必要がある。実際の装置を模擬し、ビーム入射

線の広がりや背景プラズマ分布を考慮してテスト粒子発生位置を計算するコードが開発され

ている [93]。ここでは DTプラズマ中に重水素ビームを入射した場合に対して、広がりの無

いビーム入射線上の電離分布を解析する簡単なモデルを示す。

ビーム入射位置からの距離 l における単位長さ当たりのビーム重陽子生成の重みW を次

式で与える。
W (l) = neσtotSNBI exp (−neσtotl) (2–16)

ここで、

σtot =
⟨σev⟩
vNBI

+
nd
ne

⟨σd
CXv⟩+ ⟨σdv⟩

vNBI
+
nt
ne

⟨σt
CXv⟩+ ⟨σtv⟩

vNBI
(2–17)

SNBI = PNBI/ENBI、PNBI はビームパワー、ENBI はビームエネルギー、vNBI は ENBI の速

さ、nは密度、添字 e、d及び tはそれぞれ電子、重陽子及びトリトンを表す。σe(d,t) は重水

素の電子（重陽子、トリトン）との衝突による電離断面積、σd(t)
CX は重水素の重陽子（トリト

ン）との荷電交換反応断面積であり、次式で表されるフィッティング式で計算できる [94]。

σCX =
0.6937× 10−16

[
1− 0.155 log

(
1
2E
)]2

1 + 0.1112× 10−14
(
1
2E
)3.3 (2–18)

σi =
∑
j

6.513× 10−16

U2
j

Gj

(
vq
vi

)
(2–19)

σe =
∑
j

ajζj
ln (Ee/Uj)

EeUj

{
1− bj exp

[
−cj

(
Ee

Uj
− 1

)]}
(2–20)

ここで、E は重水素のエネルギー、Ee は電子のエネルギー、i = d, t、Uj は j 番目殻のイオ

ン化エネルギー、vi はイオン化エネルギーに相当する電子の速さ、vq は衝突イオンの速さ、

Gj

(
vq
vi

)
=



v2i
v2q

(
v2q

v2q + v2i

)3/2(
1− 1

α

)[
1−

(
1

α

)1+v2q/v
2
i

]

×

[
v2q

v2q + v2i
+

2

3

(
1 +

1

α

)
ln

(
2.718 +

vq
vi

)]
, vq > 0.206vi

32

15

(
vq
vi

)4

, vq < 0.206vi

(2–21)
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α = 4

(
vq
vi

)2(
1 +

vi
vq

)
(2–22)

ζj は j 番目殻の電子数、aj、bj、cj は定数で重水素の K殻に対しては aj = 4.0 × 10−16、

bj = 0.60、cj = 0.56である。エネルギーは全て eV単位である。図 2–4に重水素の電子及

び重陽子との衝突電離断面積、重陽子との荷電交換反応断面積を示す。電子による衝突電離

断面積は、Te の電子温度のMaxwellianと単色重水素との電離反応率係数を重水素速度で除

したものを示している。

図 2–5に接線 NBIの電離密度分布の一例を示す。中心 ne = 1.01 × 1020 m−3 の一様な

密度分布及び中心 Te = 17.6 keV、Ti = 16 keV の放物型の温度分布の ITER 級 DT プラ

ズマ中に接線方向に重水素ビームを 1 MeVで入射した場合を想定し、式 (2–16)から計算

したものを規格化ポロイダル磁束関数の関数として表している。磁気軸に向けて接線方向に

ビームを入射した場合、小半径の小さな領域を長い時間通るため、プラズマ中心付近で多く

の中性粒子が電離する。

D. Alfvén固有モードの揺動モデル

運動方程式 (2–5)及び (2–6)は平衡磁場中の荷電粒子の案内中心に対する式である。ここ

では不安定性による揺動電磁場として Alfvén固有モードを考慮するモデルを示す [48]。

シア Alfvén波は磁力線方向に伝播し、伝播方向に垂直に磁力線が振動する。磁力線に垂

直方向の揺動磁場 δBを平衡磁場 Bを用いて次式で与える。

δB = ∇× (αB) (2–23)

α =
∑
m,n

αm,n sin (nζ −mθ − ωt) (2–24)

ここで、mはポロイダルモード数、nはトロイダルモード数、ω は揺動の角周波数、αm,n

はポロイダルモード数m及びトロイダルモード数 nの αの Fourier係数である。αは摂動

磁場中の高速イオンの輸送を考察するために導入された磁気島幅に相当するパラメータであ

り、長さの次元を持つ [95]。静電ポテンシャル Φを

Φ =
∑
m,n

Φm,n sin (nζ −mθ − ωt) (2–25)

で与えると、理想MHD条件から αm,n と Φm,n との関係が次のように得られる（付録 A–2

参照）。

αm,n =
1

ω

n− ιm

g + ιI
Φm,n (2–26)

本研究では、Φm,n の小半径方向分布を AE3Dコード [96]で計算し、αm,n 及び Φm,n の絶

対値は揺動振幅 δB/B から決定し、δB/B は任意に与えられる入力パラメータとした。δB
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の反変ベクトルの各成分は、定義 (2–23)に従って、次のように書ける。

δB = ∇α×B+ α∇×B

=
1

J

[(
∂α

∂θ
g − ∂α

∂ζ
I

)
eψt

−
(
∂α

∂ψt
g +

∂g

∂ψt
α

)
eθ +

(
∂α

∂ψt
I +

∂I

∂ψt

)
eζ

]
≡ bψteψt

+ bθeθ + bζeζ

(2–27)

ここで、J = (g + ιI)/B2 は (ψt, θ, ζ)座標系の Jacobianである。従って、δBの大きさは

次のように書ける。

|δB|2 = gψtψt

(
bψt
)2

+ gθθ
(
bθ
)2

+ gζζ
(
bζ
)2

+ 2gψtθb
ψtbθ + 2gψtζb

ψtbζ + 2gθζb
θbζ

(2–28)

ここで、gabは計量テンソルであり、ポロイダル電流 gとの混同に注意する。上式から δB/B

と αの絶対値とが関連付けられ、式 (2–26)によって Φの絶対値が決定される。揺動磁場を

式 (2–23)で与える場合、Lagrangianは次のように書ける。

L =
[
Zeψt + Ze

(
ρ∥ + α

)
I
]
θ̇ +

[
Ze
(
ρ∥ + α

)
g − Zeψp

]
ζ̇ −H (2–29)

従って運動方程式 (2–6)は揺動磁場を考慮して次のように書き換えられる（付録 A–1参照）。

ρ̇∥ = −K
D

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂ψt
+ Ze

∂Φ

∂ψt

]

+
C

D

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂θ
+ Ze

∂Φ

∂θ

]

− F

D

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂ζ
+ Ze

∂Φ

∂ζ

]
− ∂α

∂t

ψ̇t =
K

D

Z2e2ρ∥B
2

m
− g

D

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂θ
+ Ze

∂Φ

∂θ

]

+
I

D

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂ζ
+ Ze

∂Φ

∂ζ

]

θ̇ = −C
D

Z2e2ρ∥B
2

m
+
g

D

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂ψt
+ Ze

∂Φ

∂ψt

]

ζ̇ =
F

D

Z2e2ρ∥B
2

m
− I

D

[(
µm +

Z2e2ρ2∥B

m

)
∂B

∂ψt
+ Ze

∂Φ

∂ψt

]

(2–30)
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ここで、

C =
(
ρ∥ + α

) ∂g
∂ψt

− ι+ g
∂α

∂ψt

D = Ze

[
g + ιI +

(
ρ∥ + α

)(
g
∂I

∂ψt
− I

∂g

∂ψt

)]
F =

(
ρ∥ + α

) ∂I
∂ψt

+ 1 + I
∂α

∂ψt

K = g
∂α

∂θ
− I

∂α

∂ζ

(2–31)

図 2–6に励起された Alfvén固有モードが存在する場合に、粒子軌道が変化する様子を示

す。ITER級のプラズマ中に周波数 80 kHz、ポロイダルモード数m = 2、トロイダルモー

ド数 n = 1及び振幅 δB/B = 10−3 の揺動が存在する場合の、3.5 MeVのα粒子の無衝突

軌道を示している。静電ポテンシャルの小半径方向分布は以下のように Gauss分布を仮定

した。

Φ ∝ exp

[
− (ψ − ψ′)

2

∆2

]
(2–32)

ここで、ψ は規格化トロイダル磁束関数、ψ′ は静電ポテンシャル分布のピーク位置、∆は

分布の広がりの幅である。ψ′ = 0.64、∆ = 0.05とした。先ず図 2–6(a)のようにモードの

存在により粒子のエネルギーが共鳴的に変化し、それにより図 2–6(b)のようにピッチが変

化する事で、図 2–6(c)のように粒子軌道が変化する。

シア Alfvén波による粒子のエネルギー変化を考える。長波長で低周波の波による粒子へ

のエネルギー輸送は一般に次のように書ける [97]。

dW

dt
= Zevd ·E⊥ + Zev∥E∥ + µm

∂B∥

∂t
(2–33)

ここで、W は粒子の運動エネルギー、vd はドリフト速度、E∥ は電場の磁力線に平行方向

成分、E⊥ は電場の磁力線に垂直方向成分、∂B∥/∂tは磁場の大きさの磁力線方向の時間変

化である。シア Alfvén波の場合、式 (2–33)の右辺第一項が支配的である。従って粒子がド

リフト速度と同方向の電場を感じると加速され、逆方向の電場によって減速される。図 2–7

のように、磁力線の方向 z に位相速度 vA で伝播する電場の波（黒実線）と共に動く系を想

定する。この系における粒子位置 z と速さ v − vA とを軸に取った平面内の粒子の軌跡（赤

実線）を考える。波の位相速度と同程度の速度で運動する粒子が、長い時間に亘り効果的に

波と相互作用する。即ち v − vA ∼ 0を満たす粒子が共鳴的に波による加減速を受ける。点

A及び Bから運動を開始する粒子は、電場による加減速を殆ど受けずに運動する。一方点

D及び Eから v0 − vA の初期速度で運動を開始する粒子は、静電ポテンシャルの谷に補足

され、電場によって加速される領域と減速される領域とを往復し、最終的に波の位相速度程

度の速さに落ち着く。これら二つの粒子を比較すると、初期速度が波の位相速度よりも僅か
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に速い場合、粒子は最終的に初期速度よりも遅い速度となり、初期速度が位相速度よりも遅

い場合には初期速度より速くなる。

式 (2–32) の分布で ψ′ = 0.25、∆ = 0.05 の静電ポテンシャル分布を想定し、初期位

置 ψ = 0.25、θ = ζ = 0、初期ピッチ µ = 0.8 で発生した粒子の軌道を 3 ms 間追跡し、

その間の最大及び最小エネルギーと初期エネルギーとの差を図 2–8 に (a)δB/B = 10−4、

(b)δB/B = 10−3 の場合に対してそれぞれ示す。モードと粒子との共鳴条件は次式で表さ

れる [58]。
ω − nωζ − lωθ = 0 (2–34)

ここで、ωζ はトロイダル周回角周波数、ωθ はポロイダル周回角周波数、lは整数である。上

式の共鳴条件を満たすエネルギーの粒子が共鳴的にエネルギーを得たり失ったりする。揺動

振幅 δB/B が大きくなると、共鳴によって変化するエネルギーが大きくなり、共鳴幅やピー

クの数も増える。これは、初め共鳴条件を満たさない粒子が揺動振幅が大きい程大きく軌道

を変化させられ、周回周波数が変化し、共鳴条件を満たせるようになるためである。

2.1.2 粒子軌道解析に基づくイオン分布関数の解析モデル

モンテカルロ衝突オペレータと運動方程式とを組み合わせる事で、Coulomb散乱による

速度変化を考慮しながらプラズマ中の粒子軌道を計算する事ができる。この計算を複数のテ

スト粒子に対して行い統計を取る事でテスト粒子の速度分布関数を評価する事ができる。こ

こでは、NBIで生成されたイオンの定常分布関数及びMaxwell分布に従って発生したテス

ト粒子の時間依存分布関数の式を示す。

式 (2–16)に従って生成したテスト粒子の分布関数は次のように計算できる。

f
(
v,
r

a

)
dvdV =

Np∑
i=1

Nt∑
j=1

SNBI∆t

Np
δ (v − vi,j) δ

[
r

a
−
( r
a

)
i,j

]
(2–35)

ここで、Npはテスト粒子数、Ntは軌道計算の時間ステップ数、r/aは規格化小半径、V (r/a)

は r/aにおけるプラズマ体積、∆tは時間ステップ幅、及び vはテスト粒子の速度である。添

字 i, j は i番目の粒子の j 番目の時間ステップの量である事を示す。δ は無次元で δ(0) = 1

であるような Diracのデルタ関数に似た関数である。

Maxwell分布に従って生成したテスト粒子の時刻 tj における分布関数は次のように計算

できる。

f
(
v,
r

a
, tj

)
dvdV =

Np∑
i=1

S0

Np
δ (v − vi,j) δ

[
r

a
−
( r
a

)
i,j

]
(2–36)

ここで、S0 =
∫
ndV は初期テスト粒子種密度分布から計算される全粒子数である。

2.1.3 高速イオン分布関数の近似モデル

Coulomb 散乱による速度変化及び拡散、粒子軌道を考慮した分布関数は式 (2–35) 及び

(2–36) から計算できる。しかし、より簡単に様々なエネルギーの無衝突軌道を FP 方程式
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[21]の近似解として得られる分布関数で重み付けして中性子スペクトルを計算する事で、粒

子軌道特性と中性子スペクトルとの関係の基本が理解し易くなる。そのために、ここでは

NBI及び ICRF加熱により生成される高速イオン分布関数の近似式を示す。

A. NBI加熱

単色で発生した高速イオンの、Maxwell分布に従う背景粒子との Coulomb散乱による減

速分布関数を考える。減速分布が等方的であると仮定し、散乱のみによる分布関数変化を考

慮する場合、FP方程式は次のように書ける。

∂fa
∂t

=
∑
b

Γa
v2

∂

∂v

[
A

(
fa +

Tb
mav

∂fa
∂v

)]
+
SNBI

4πv2
δ (v − vNBI) (2–37)

ここで、δ は Diracのデルタ関数である。背景電子及びイオンの熱速度をそれぞれ ve 及び

vi とし、vi ≪ v ≪ ve の速度領域を考えると、衝突項の第二項は第一項に比べて無視でき、

近似解を解析的に導く事ができる [23]。

fa (v) =


SNBIτs

4π (v3 + v3c )
, v ≤ vNBI

0, v > vNBI

(2–38)

ここで、

τs =
3 (2π)

3/2
ϵ20maT

3/2
e

ne
√
meZ2

ae
4 lnΛ

(2–39)

vc =

[∑
i

(
niZ

2
i

mi

)
3
√
πme

4ne

]1/3
ve (2–40)

τs が電子温度の 3/2乗に比例し、電子密度に反比例するため、温度が高く密度が低い程高

速イオンの減速は遅く、減速分布が大きくなる。図 2–9に ITER級の DTプラズマに重水

素ビームを入射した場合の、高速重陽子の減速分布を式 (2–38)で計算したものを示す。vc

が電子温度に比例するため、減速分布の大きさだけでなく分布形状にも影響し、温度が高い

ほどエネルギーの高い粒子の割合が増す。

NBIは特定の方向に入射されるため、減速分布は非等方的になる。式 (2–37)にピッチ角

散乱項を加えた FP方程式の近似解として、二次元減速分布が Legendre展開による表式で

与えられている [98, 99]。図 2–10に ITER級 DTプラズマに重水素ビームを接線方向に入

射した場合の、二次元減速分布を示す。NBI加熱時には、入射方向（ピッチ角 0◦）に大き

く、入射方向からの角度が大きくなるにつれて小さくなっていくような高速イオン減速分布

が形成される。

32



B. ICRF加熱

ICRF加熱による速度分布関数の変化は、波と粒子との共鳴速度近傍の速度空間内の拡散

を記述する準線形拡散項を FP方程式に加えて表す事ができる。即ち、

∂f

∂t
=

(
∂f

∂t

)
FP

+

(
∂f

∂t

)
RF

(2–41)

背景粒子はMaxwell分布に従う場合、ピッチ角 90◦ の分布関数の近似解が Stixによって導

出されている [26]。

f⊥ (v) = Cnormn
( m

2πT

)3/2
exp

(
− mv2

2Ttail

)
(2–42)

ここで、

Ttail =
Te
g

(
1 +

3

2
ξ

)
g = 1 +

Ri [(2A+Ai) (2 + 3ξ)Te − 4ATi]

2ATi (2 + 2Ri + 3ξ)
H

(
E

Ei

)
Ei =

ATi
Ai

[
2 + 2Ri + 3ξ

2ϵ (2 + 3ξ)

]2/3
H (x) =

1

x

∫ x

0

du

1 + u3/2

ξ = (4πϵ0)
2 m ⟨P ⟩ ve
8
√
πnenZ2e4 lnΛ

(2–43)

Ri = niZ
2
i li/(nele)、lj = [mi/(2Ti)]

1/2、ϵ = 2/(3
√
π)、Aは質量数、⟨P ⟩は ICRF波の吸

収パワー、Cnorm は規格化定数である。この近似解には波の周波数やモード数、偏光等が考

慮されておらず、詳細な解析にはこれらを考慮した準線形拡散項を含む FP 方程式 (2–41)

を数値的に解く必要がある。

図 2–11に ITER級 DTプラズマにトリトンのサイクロトロン周波数帯の ICRF波を入

射した場合を想定し、式 (2–42)で計算したトリトン分布関数の (a)電子温度依存性、(b)密

度依存性、及び (c)吸収パワー依存性を示す。温度が低い程、加速されたイオンの減速が遅

く、密度が低い或いは吸収パワーが高い程波からエネルギーを受け取れるイオンの割合が大

きくなるため、非Maxwellテイルが大きくなる。

2.2 中性子放出スペクトル

2.2.1 中性子放出方向及びエネルギー

粒子 aと bとの速度が与えられた場合、b(a, c)d反応で放出される粒子 cのエネルギーは

次式で表される [65]。

Ec =
1

2
mcv

2
0 +

md

mc +md
(Q+ Er) + v0 cos ζ̃

√
2mcmd

mc +md
(Q+ Er) (2–44)
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ここで、v0 = (mava+mbvb)/(ma+mb)は重心速度、Qは反応のQ値、Er = µabvr/2は

相対エネルギー、µab = mamb/(ma +mb)は換算質量、vr = va − vb は相対速度、ζ は粒

子 cの放出角度、チルダは重心系の量を表す。

図 2–12に (a)DT反応、(b)DD反応によって生じる中性子の重心系における放出角と放

出エネルギーとの関係を示す。それぞれ静止したトリトン、重陽子にエネルギー Ed の重陽

子が入射した場合を想定した。まず、反応の Q 値と相対エネルギー Er との和が反応生成

粒子の間で質量の逆比で分配され、重心系の放出エネルギーが決定される。重心系における

放出エネルギーが放出角に応じて重心速度の影響を受け、重心速度と同方向で最大エネル

ギー、逆方向で最小エネルギーを持って放出される。反応前の粒子の持つ運動エネルギーが

大きい程、反応生成粒子の放出エネルギーの幅が広くなる。

式 (2–44)で中性子放出エネルギーと重心速度に対する放出角とが関連付けられた。核融

合プラズマ中では、反応イオンは様々な方向に運動しているため、放出角の基準となる方向

である重心速度も様々な方向を向いている。中性子放出の非等方性の議論や壁面への中性子

入射位置の計算のために、中性子放出方向の基準となる軸を統一し、新たに中性子放出角を

定義する必要がある。電磁場中の荷電粒子の場合、粒子は磁力線に巻き付いて運動するた

め、粒子の運動方向は磁力線に対する角度、即ちピッチ角を用いて表すのが適当である。一

方核融合プラズマ中の中性子は磁力線とは無関係に運動するため、磁力線は放出方向の基準

軸に向かない。本研究では、中性子放出方向の基準にトロイダル軸を選び、トロイダル軸に

対する中性子放出角 χを用いて非等方性を議論する。

放出角 χを求めるために、反応粒子の重心速度、磁力線ベクトル及びトロイダル軸との関

係からデカルト座標系における中性子放出ベクトルを決定する必要がある。これらのベクト

ルの幾何学的な関係を図 2–13に示す。デカルト座標系における中性子放出ベクトル vn は、

図 2–13の関係から次のように書ける。

vn = v0 + ṽn cos ζ̃
v0

v0
+

ṽn cos ζ̃√
v20x + v20y


v0y cos ξ +

v0xv0z sin ξ

v0

−v0x cos ξ +
v0yv0z sin ξ

v0(
v20x + v20y

)
sin ξ

v0

 (2–45)

ここで、ξ は重心の運動方向軸周りの回転角度であり 0から 2π まで等方的である。重心速

度の計算には、va 及び vb のデカルト座標系におけるベクトル成分表示が必要である。これ

らの速度は、磁力線ベクトルから計算できる。運動方程式 (2–5)及び (2–6)は案内中心軌道

を記述するため、磁力線周りの旋回角度はこれらの方程式からは決定されない。本研究で

は、旋回角度を 0から 2π の一様乱数で与える。
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2.2.2 核融合反応率

粒子種 aと粒子種 bとの核融合反応率は次式で表される。

R =
nanb
1 + δab

⟨σv⟩ab (2–46)

ここで、nはイオン密度、δab は Kroneckerのデルタ、⟨σv⟩は核融合反応率係数である。速
度分布関数 fa(va)、fb(vb)に従う粒子同士の反応率係数は次のように計算できる。

⟨σv⟩ab =
1

nanb

∫ ∫
dvadvbfa (va) fb (vb)σab (vr) vr (2–47)

ここで、σ は核融合反応断面積である。fa 及び fb が同じ温度 T の Maxwell 分布の場合、

式 (2–47)は次のように簡単化できる [100]。

⟨σv⟩ab =
4√
π

(µab
2T

)3/2 ∫ ∞

0

dvrvrσab (vr) exp

(
−µabv

2
r

2T

)
(2–48)

また、単一の速さ va 成分のみを持つ等方分布関数 fa とMaxwell分布 fb とを仮定すると、

式 (2–47)は次のように書き換えられる [100, 101]。

⟨σv⟩ab =
β

va
√
π

∫ ∞

0

dvrv
2
r σab (vr)

{
exp

[
−β2 (va − vr)

]
− exp

[
−β2 (va + vr)

]}
(2–49)

ここで、β2 = mb/(2T )、mb は粒子種 bの質量である。

核融合反応断面積の相対エネルギー Er に対する便利なフィッティング式が Bosch と

Haleとによって与えられている [102]。

σ (Er) =
S (Er)

Er exp
(
BG/

√
Er

) (2–50)

S (E) =
A1 + E {A2 + E [A3 + E (A4 + EA5)]}
1 + E {B1 + E [B2 + E (B3 + EB4)]}

(2–51)

表 2–1、2–2 に T(d,n)4He、D(d,n)3He 反応に対する式 (2–50) 及び (2–51) の各係数を、

図 2–14に T(d,n)4He及び D(d,n)3He反応の断面積をそれぞれ示す。

図 2–15に式 (2–49)で計算した (a)DT反応、(b)DD反応のビーム–サーマル反応率係数

を示す。低エネルギーでは、イオン温度の相対速度への影響が大きいため、反応率係数は温

度が高い程大きくなる。イオン温度に比べて十分エネルギーが高い場合、相対速度は殆ど

ビームエネルギーで決まるため、温度依存性が殆ど無い。

中性子放出反応の微分断面積は、Drosgと Schwererとによって次のようなフィッティン

グ式が示されている [103]。(
dσ

dΩ

)
C.M.

=

(
dσ

dΩ

)
0

∑
i

AiPi

(
cos ζ̃

)
(2–52)
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ここで、(dσ/dΩ)0 は重心系における放出角 ζ̃ = 0◦ の微分断面積、Ai は展開係数、Pi は

Legendre多項式である。微分断面積の実験室系と重心系との関係は次式で表される。

(
dσ

dΩ

)
Lab.

=

(
1 + γ2 + 2γ cos ζ̃

)3/2
1 + γ cos ζ̃

(
dσ

dΩ

)
C.M.

(2–53)

ここで、γ = v0/ṽn である。表 2–3、2–4 に T(d,n)4He、D(d,n)3He 反応の係数 Ai 及び

S0 = (dσ/dΩ)0 を、幾つかの重心系における入射粒子エネルギー Ein に対してそれぞれ示

す。図 2–16に、(a)重心系及び (b)実験室系における DT反応の中性子放出の微分断面積

を、(c)重心系及び (d)実験室系における DD反応の中性子放出の微分断面積を、重心系に

おける入射粒子エネルギー Ein = 0.1、0.5、1、3 MeV に対してそれぞれ示す。DT 反応

の場合、エネルギーが低いと殆ど等方的であり、重心系における入射粒子エネルギーが 0.5

MeV程度になると非等方性が現れる。DD反応の場合は DT反応に比べて非等方性が強く、

Drosgと Schwererとによって示されている最低エネルギーである Ein = 0.02 MeVから非

等方性が見られる。本研究では、微分断面積の分布形状を式 (2–52)で、絶対値を式 (2–50)

で決定する。

2.2.3 燃料イオン分布関数と中性子放出スペクトルとの関係

一度の核融合反応で中性子が一つ放出される場合、中性子放出スペクトルは中性子エネ

ルギーに亘って積分すると式 (2–46) の核融合反応率に一致するような量である。従って、

b(a, n)d反応による中性子放出スペクトルは次式から計算される [68]。

dN

dE
(E) =

∫ ∫ ∫
dvadvbdΩfa (va) fb (vb)

dσ

dΩ
vrδ (E − En) (2–54)

ここで、Ωは重心系における中性子放出角 ζ̃ の立体角、δ は Diracのデルタ関数である。二

重微分スペクトルは式 (2–54)を更に放出角について微分した量であるから、次のように書

ける [70]。

d2N

dEdΩθ
(E, θ) =

∫ ∫ ∫
dvadvbdΩfa (va) fb (vb)

dσ

dΩ
vrδ (E − En) δ (Ωθ − Ωθ,n)

(2–55)

ここで、θ は放出角で、実験室系における重心運動方向に対する放出角 ζ やトロイダル軸に

対する放出角 χ 等である。これらの計算は計算時間の観点からモンテカルロ法を使用して

計算する事が有効になる場合がある。二次元速度分布関数 f(v, µ)が速さグリッド数 Nv 及

びピッチグリッド数 Nµ に対して等間隔 ∆v 及び ∆µで与えられている場合、式 (2–55)は

次のようにモンテカルロ法の形式に書き直す事ができる。

d2N

dEdΩθ
(E, θ) dEdΩθ =

4π2∆va∆vb∆µa∆µb
Ntest

Nva∑
i=0

Nvb∑
j=0

Nµa∑
k=0

Nµb∑
l=0

Ntest∑
h=0

× v2aiv
2
bjfa (vai, µak) fb (vbj , µbl)σvrδ (E − En) δ (Ωθ − Ωθ,n)

(2–56)
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ここで、Ntest は (i, j, k, l)の各組み合わせに対する試行回数、δ は無次元で δ(0) = 1とな

るような Diracのデルタ関数に似た関数である。一度の試行で、粒子 aと bとの旋回角度及

び重心速度軸周りの中性子放出の回転角度を一様乱数で、重心系における重心速度に対する

放出角 ζ̃ を二重微分スペクトルで重み付けした乱数で決定する。即ち、一度の試行に対して

4変数をランダムに決定する。

燃料イオンの速度分布関数がMaxwell分布の時、生成粒子の放出スペクトルは Gauss分

布で近似できる事を Bryskに従って示す [65]。反応している粒子 a及び bがMaxwell分布

である時、2つのMaxwell分布の積は、

fafb = nanb

(
mamb

4π2TaTb

)3/2

exp

(
−mav

2
a

2Ta
− mbv

2
b

2Tb

)
= nanb

(
mamb

4π2TaTb

)3/2

exp

[
−1

2

(
ma

Ta
+
mb

Tb

)
v20

−1

2

(
mb

Ta
+
ma

Tb

)
µab

ma +mb
v2r −

(
1

Ta
− 1

Tb

)
2µabv0 · vr

]
≡ nanb

(
mamb

4π2TaTb

)3/2

exp
[
−
(
αv20 + βv2r + 2γv0vrµ

′)]
(2–57)

ここで、µ′ は重心速度 v0 と相対速度 vr とのなす角の余弦である。従って、ある関数 F の

期待値は次のように書ける。

⟨F ⟩ =

∫
dµ′

∫ ∞

0

dvrv
2
r

∫ ∞

0

dv0v
2
0F exp

[
−
(
αv20 + βv2r + 2γv0vrµ

′)]∫
dµ′

∫ ∞

0

dvrv
2
r

∫ ∞

0

dv0v
2
0 exp

[
−
(
αv20 + βv2r + 2γv0vrµ

′)] (2–58)

重心速度の二次のモーメントは、

⟨
v20
⟩
=

3 (maTa +mbTb)

(ma +mb)
2 (2–59)

放出が重心系で等方的である時、放出エネルギーの式 (2–44)を平均すると、

⟨Ec⟩ =
1

2
mc

⟨
v20
⟩
+

md

mc +md
(Q+ ⟨Er⟩) (2–60)

式 (2–44)から上式を引くと、

Ec − ⟨Ec⟩ =
1

2
mc

(
v20 −

⟨
v20
⟩)

+
md

mc +md
(Er − ⟨Er⟩)

+ v0 cos ζ̃

√
2mcmd

mc +md
(Q+ Er)

(2–61)

粒子種 aと bとは同じ温度 T = Ta = Tb であるとする。相対エネルギーは温度程度の大き
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さであり、Q≫ T なので、上式の二乗の平均は次のように近似できる。⟨
(Ec − ⟨Ec⟩)2

⟩
=

(
2mcmd

mc +md
Q

)⟨
v20
⟩ ⟨

cos2 ζ̃
⟩

=
2mc ⟨Ec⟩T
mc +md

(2–62)

これは Gauss分布

f (Ec) = exp

[
− (Ec − ⟨Ec⟩)2

4mc ⟨Ec⟩T/ (mc +md)

]
(2–63)

のモーメントと等しい。従って、Maxwell 分布に従う粒子同士の反応による生成粒子放出

スペクトルは Gauss 分布で近似する事ができる。この Gauss 分布の半値幅は
√
T に比例

するため、中性子スペクトルの計測によってイオン温度を診断する事が検討されている

[104, 105]。図 2–17でイオン温度 Ti = 5、20及び 50 keVに対して、DT反応の場合の中

性子放出スペクトルの Gauss分布の近似式と式 (2–54)の数値計算結果とを比較する。温度

が高くなる程実際のスペクトルは Gauss分布近似に比べて、高エネルギー側にシフトし更

に高エネルギー側に僅かに広がる。これは、近似式の導出時に Q ≫ T の近似を行った事に

よるものであり、相対エネルギーの寄与が大きくなるにつれて、中性子エネルギーの平均値

が大きくなるためである。

1 MeVの単色エネルギーを持つ重陽子と静止或いはイオン温度程度のエネルギーで熱運

動する重陽子との反応による中性子放出スペクトルを考える。図 2–18(a)に 1 MeV重陽子

と静止している重陽子との反応による中性子スペクトルを、重心系で等方的な放出の場合と

微分断面積を考慮した場合とに対して示す。等方的な放出の場合は、式 (2–44)から明らか

なように、可能なエネルギー範囲で一定値を持つスペクトルとなる。微分断面積を考慮し

た場合、cos ζ̃ に対応するエネルギー En に断面積の重みを乗じたようなスペクトルとなる。

図 2–18(b)は、重心系で等方的な場合に対する 1 MeV重陽子の反応によるスペクトルの標

的重陽子群の温度依存性を示している。入射粒子と標的粒子との運動エネルギーを固定する

と、両粒子の運動方向のなす角度によって、反応前の運動エネルギーの重心速度と相対速度

とへの分配の割合が変わる。その結果式 (2–44)の 3つの項の値が変化するが、全組み合わ

せを見ると、標的粒子が静止している場合に比べて低エネルギー側に大きく、高エネルギー

側に僅かに取り得るエネルギーが広がる事がわかる。従って、標的粒子が静止している場合

に比べて熱運動を考慮した場合では、温度が高くなるに連れて特に低エネルギー側に大きく

広がりを持つスペクトルとなる。次に 1 MeVの重陽子と静止している重陽子との反応によ

る二重微分放出スペクトルスペクトルを、(a)1 MeV重陽子がトロイダル軸方向に運動して

いる場合、(b)トロイダル軸に垂直な方向に運動している場合を図 2–19に示す。トロイダ

ル軸方向に運動している場合は、実験室系における中性子放出角 ζ が、トロイダル軸に対す

る放出角 χに一致する。従って、運動方向と同方向で最大エネルギー、逆方向で最小エネル

ギーを持つ中性子が放出される。トロイダル軸に垂直な方向に運動している場合、重陽子は

磁力線周りを回転しているため、実験室系における中性子放出角 ζ は全て χ = 90◦ を取る
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事ができる。従って、χ = 90◦ 方向に取り得るエネルギー全てで放出でき、平均エネルギー

に近くなるにつれて、χ = 0◦ 或いは χ = 180◦ 方向への放出割合が増加する。燃料イオンが

ある速度分布を持つ時、中性子放出スペクトルの形状はここで示した単色エネルギーのイオ

ンの反応によるスペクトルの重ね合わせで表現する事ができる。JETにおいて ICRF加熱

時の速度分布関数が評価されているが、これは様々な単色重陽子エネルギーによるスペクト

ルを計算し、その重ね合わせとして観測された中性子スペクトルを再現する事で、重陽子エ

ネルギーの重み分布、即ち速度分布関数を得ている [81]。具体的な分布関数に対する中性子

放出スペクトル形状の一例として、ITER 級 DT プラズマを ICRF 加熱した場合を想定し

た場合のスペクトルを図 2–20に示す。プラズマ中心でピッチ角 90◦ で様々なエネルギーで

運動するトリトンの無衝突軌道を解析し、単色トリトンと熱運動する重陽子との反応による

スペクトルを計算し、式 (2–42)で重み付けして評価したスペクトルである。非Maxwellテ

イルは、Maxwell分布に近いエネルギー領域から高エネルギーになるに連れて緩やかに小さ

くなっていくため、中性子放出エネルギーもそれを反映し Gauss分布に近いエネルギー領

域から遠い領域まで緩やかに強度が小さくなっていく。ピッチ角 90◦ にしか高エネルギート

リトンが存在していないので、図 2–19(b)をトリトンエネルギー分布を用いて重ね合わせた

ような二重微分スペクトル形状となる。

2.3 第一壁への中性子入射スペクトル

第一壁への入射中性子束の計算には、中性子源を与えてMCNPコード [106]等の中性子

輸送計算コードを用いるのが一般的である。本研究では、プラズマ中で放出されて直接壁面

に入射する中性子に着目するため、輸送計算を行う必要がない。従って、壁面形状を関数形

で与え、前節で求めた中性子速度ベクトルと壁面形状関数との連立方程式を解く事で決定論

的に入射位置を計算する。この方法は輸送計算に比べて計算時間が短く、LHD等の複雑な

壁面形状も関数として表現できれば比較的容易に再現できるという利点がある。本節では、

第一壁の壁面形状の解析モデル、中性子入射位置及び角度の計算方法を示し、トーラス装置

壁面への中性子入射スペクトルの中性子放出の非等方性と壁面形状の幾何学的影響とへの依

存性を議論する。

2.3.1 第一壁の壁面形状モデル及び中性子入射位置計算法

トーラス装置の第一壁壁面形状の最も簡単な表現は、円形断面トーラスである。円形断面

トーラス形状の壁面上の点W(xw, yw, zw)は次のように表せる。

xw = (Rw + aw cos θw) cosϕw

yw = (Rw + aw cos θw) sinϕw

zw = aw sin θw

(2–64)

ここで、Rw は壁面の主半径、aw は壁面の小半径、θw はポロイダル角、ϕw はトロイダル角

である。
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ITER等のトカマク装置の壁面形状はポロイダル断面が文字 Dのような形状をしている。

D型断面トーラス形状を表すために、本研究では Yavorskij等による磁気面形状のモデル式

[107]を用いて、最外殻磁気面を拡大及び移動させて与える。このモデル式は、通常平衡計

算によって得られる磁気面形状を簡単に数式で与えて様々な数値計算で便利に使うために導

入されたものであり、次式のように表現される。

x =
(
R+ a cos θ − δa sin2 θ

)
cosϕ

y =
(
R+ a cos θ − δa sin2 θ

)
sinϕ

z = κa sin θ

(2–65)

ここで、δ は三角度、κは楕円度である。上式の R、a、δ、及び κに壁面形状用のパラメー

タ Rw、aw、δw、及び κw を代入して D型断面トーラス形状の第一壁を表す。図 2–21に、

本研究で想定した ITER級装置の第一壁形状を示す。

LHDの真空容器は、円形断面トーラスに 2本のヘリカルコイルが通るための「溝」を付

けたような、亜鈴型のポロイダル断面を持つ形状をしている。溝部分の形状は、ヘリカル

コイルの案内中心に垂直な断面内の座標系 (h,w) で定義されている。中性子入射位置を計

算するためには、座標系 (h,w)で定義された形状をデカルト座標系に変換する必要がある。

図 2–22に LHD真空容器のポロイダル断面形状及び赤道面上の形状を示す。

中性子発生位置を (xa, ya, za)とすると、式 (2–45)の中性子速度ベクトル vn を用いて壁

面上の中性子入射位置は次のように直線の式で書く事ができる。

xw = xa + vn,xτ

yw = ya + vn,yτ

zw = za + vn,zτ

(2–66)

ここで、τ は中性子が放出されてから壁面に到達するまでの時間である。上式と壁面形状関

数の式 (2–64)、(2–65)或いは LHD真空容器形状の式とを連立して解く事により、中性子の

壁面上の入射位置が計算できる。壁面形状に式 (2–64)或いは (2–65)を用いる場合、これら

の式に式 (2–66)を代入すると、τ、θw 及び ϕw についての 3元連立方程式が得られる。この

内 θw と ϕw とが消去でき、式 (2–64)の場合 τ についての 4次方程式が、式 (2–65)の場合

8次方程式が得られる。これらの高次方程式を複素数解まで含めて Durand-Kerner-Aberth

法等で解き、正の実数解の内最小のものを選ぶ事で τ を一意に決定する事ができる。LHD

真空容器形状の場合、2種の壁面形状変数と τ とについての 3元非線形連立方程式が得られ

る。この連立方程式を Newton-Raphson法等で解くが、可能な解が複数存在し、どの解に

収束するかは初期値に強く依存するため、有意な解の探索には初期値の選び方を工夫する必

要がある。

2.3.2 壁面への中性子入射角の定義

本研究では、トロイダル入射角 ιt 及びポロイダル入射角 ιp の 2種類の入射角を導入し、

入射スペクトルを議論する。トロイダル入射角は水平面上の壁面の接線と中性子ベクトルと
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のなす角度、ポロイダル入射角はポロイダル断面内の壁面の接線と中性子ベクトルとのなす

角度として定義する。図 2–23に各入射角と壁面形状との関係を示す。

壁面形状を式 (2–65) で表した場合の入射角の計算方法を考える。中性子発生位置を点

A(xa, ya, za)、壁面上の入射位置を点W(xw, yw, zw)とする。水平面内で壁面形状は円の式

で表せるから、点Wを通る接線の方程式は次式で書ける。

y =
x2w + y2w − xwx

yw
(2–67)

この接線上に、xy 平面上で偏角を反時計回りに増大させる方向に任意の点 B(xb, yb, zw)を

考える。中性子発生位置から壁面入射位置へのベクトルの水平面への射影は次のように表

せる。

−−→
AWt =

 xw − xa
yw − ya

0

 (2–68)

従って、トロイダル入射角は次式で計算できる。

ιt = cos−1

−−→
AWt ·

−−→
WB∣∣∣−−→AWt

∣∣∣ ∣∣∣−−→WB
∣∣∣ (2–69)

次にポロイダル面内の中性子ベクトルと壁面の接線との関係を考える。点Wを通るポロイ

ダル面 (R, z)内の壁面の接線の方程式は次のようになる。

z = − κw cot θw
1 + 2δw cos θw

(
R−

√
x2w + y2w

)
+ zw (2–70)

この接線上にポロイダル角を増大させる方向に任意の点 C(Rc, zc)を考える。中性子発生位

置から壁面入射位置へのベクトルのポロイダル面への射影は次のように書ける。

−−→
AWp =

 xw −
√
x2a + y2a cos (ϕw − ϕa) cosϕw

yw −
√
x2a + y2a cos (ϕw − ϕa) sinϕw

zw − za

 (2–71)

従って、ポロイダル入射角は次式で計算できる。

ιp = cos−1

−−→
AWp ·

−−→
WC∣∣∣−−→AWp

∣∣∣ ∣∣∣−−→WC
∣∣∣ (2–72)

壁面形状に式 (2–64)を用いる場合、κw = 1及び δw = 0とする事で同様に入射角が計算で

きる。

LHD真空容器壁面の水平面内及びポロイダル断面内の接線の式を解析的に表現するのは

困難である。本研究では、壁面上の接線を数値的に求めた。中性子発生位置から壁面入射位

置へのベクトルは式 (2–68)及び (2–71)で計算できるので、入射角 ιt 及び ιp は数値的に計

算できる。
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2.3.3 高速イオン分布関数と中性子入射スペクトルとの関係

中性子入射スペクトルは、式 (2–55)の中性子放出スペクトルの内、特定の θw、ιt 及び ιp

の値になるものを数え、全プラズマ体積及び放出角の全立体角に亘って積分したものとして

定義する。

d3N

dEdιtdιp
(E, θw, ιt, ιp) =

∫ ∫
dV dΩθ

d2N

dEdΩθ

dθw
dAθw

× δ (ιt − ιt,n) δ (ιp − ιp,n) δ (θw − θw,n)

(2–73)

実際の計算では、複数のテスト粒子に対して前述の方法で壁面入射位置及び入射角度を計算

し、式 (2–56)と同様の考え方でモンテカルロ法で入射スペクトルを評価する。

図 2–24に、磁気軸位置で静止している重陽子と磁力線方向に運動している 1 MeV重陽

子との反応による (a)壁面位置毎の入射スペクトル、(b)壁面位置 θ = 0◦ におけるトロイダ

ル入射角毎のスペクトル、及び磁力線と垂直方向に運動している 1 MeV重陽子との反応に

よる (c)壁面位置毎の入射スペクトル、(d)壁面位置 θ = 0◦ におけるトロイダル入射角毎の

スペクトルを示す。壁面形状は図 2–21の ITER級装置を想定し、壁面位置はポロイダル角

θ で表している。磁力線方向に運動している場合、幾何学的に最大及び最小エネルギーの中

性子は θ = 0◦ にしか入射する事ができない。垂直な方向に運動している場合は、磁力線周

りに旋回しているため、全てのポロイダル角に最大及び最小エネルギーの中性子が入射でき

る。トロイダル入射角毎のスペクトルは、トロイダル軸に対する放出角とトロイダル入射角

との間に一定の関係があるため、二重微分放出スペクトルの形状を反映した形になる。従っ

て、設置した計測器の視線で観測される入射スペクトルと放出スペクトルとの関係を把握し

ておく事で、計測されたスペクトルからプラズマ全体で放出されるスペクトルを推定する事

ができる。燃料イオンがエネルギー分布を持つ時、放出スペクトルの場合と同様に、単色イ

オンエネルギーに対するスペクトルの重ね合わせとして入射スペクトルを表す事ができる。

ICRF加熱した ITER級プラズマを想定し、図 2–20の放出スペクトルの場合に対する (a)

壁面位置毎の入射スペクトル、及び (b)壁面位置 θ = 0◦ におけるトロイダル入射角毎のス

ペクトルを図 2–25に示す。放出スペクトルの議論の時と同様に、図 2–24(b)及び (d)の単

色イオンエネルギーの場合のスペクトルを分布関数を重みに重ね合わせた形状をしている。
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表 2–1 T(d, n)4He反応断面積のフィッティング式 (2–50)及び (2–51)のパラメータ

BG [
√
keV] 34.3827

A1 6.927× 104 −1.4714× 106

A2 7.454× 108 0

A3 2.050× 106 0

A4 5.2002× 104 0

A5 0 0

B1 6.38× 101 −8.4127× 10−3

B2 −9.95× 10−1 4.7983× 10−6

B3 6.981× 10−5 −1.0748× 10−9

B4 1.728× 10−4 8.5184× 10−14

Energy range [keV] 0.5–550 550–4700

表 2–2 D(d,n)3He反応断面積のフィッティング式 (2–50)及び (2–51)のパラメータ

BG [
√
keV] 31.3970

A1 5.3701× 104

A2 3.3027× 102

A3 −1.2706× 10−1

A4 2.9327× 10−5

A5 −2.5151× 10−9

B1 0

B2 0

B3 0

B4 0

Energy range [keV] 0.5–4900
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表 2–3 T(d, n)4He反応微分断面積のフィッティング式 (2–52)のパラメータ

Ein [MeV] A0 A1 A2 A3 A4 A5 A6 S0 [mb/sr]

0.05 1.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 106.6

0.10 1.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 393.6

0.50 0.997 0.021 −0.018 0.000 0.000 0.000 0.000 45.5

1.00 0.957 0.087 −0.044 0.000 0.000 0.000 0.000 19.8

2.00 0.771 0.127 0.067 0.005 0.012 0.013 0.005 12.3

3.00 0.571 0.129 0.1815 0.0379 0.0235 0.042 0.0151 12.6

表 2–4 D(d,n)3He反応微分断面積のフィッティング式 (2–52)のパラメータ

Ein [MeV] A0 A2 A4 A6 S0 [mb/sr]

0.05 0.737 0.261 0.002 0.000 0.500

0.10 0.671 0.323 0.006 0.000 1.950

0.50 0.506 0.437 0.057 0.000 11.40

1.00 0.418 0.439 0.142 0.001 19.00

2.00 0.318 0.382 0.270 0.030 26.40

3.00 0.262 0.337 0.337 0.064 31.20
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による中性子放出スペクトル。
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図 2–19 (a)ピッチ µ = 1、(b) µ = −1の 1 MeV重陽子と静止している重陽子との反

応による二重微分中性子放出スペクトル。
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図 2–22 (a)トロイダル角 ϕ = 0◦、(b) ϕ = 45◦、(c) ϕ = 90◦ のポロイダル断面におけ

る、(d)赤道面における LHD真空容器形状。
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図 2–23 (a)ポロイダル面、(b)水平面における第一壁への中性子入射角の定義。
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図 2–24 ピッチ µ = 1の 1 MeV重陽子と静止したトリトンとの反応による (a)全壁面

位置 θ に対する、(b)壁面位置 θ = 0◦ における全トロイダル入射角に対する中性子入射

スペクトル。ピッチ µ = −1の 1 MeV重陽子と静止したトリトンとの反応による (c)全

壁面位置 θ に対する、(d)壁面位置 θ = 0◦ における全トロイダル入射角に対する中性子

入射スペクトル。
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図 2–25 ICRF 加熱時の DT 反応による (a) 全壁面位置 θ に対する、(b) 壁面位置

θ = 0◦ における全トロイダル入射角に対する中性子入射スペクトル。
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第 3章 第一壁への中性子入射スペクトル及びその非Maxwell

テイル診断への応用

燃料イオン速度分布関数上に非等方的な非Maxwellテイルが形成される場合、中性子放

出スペクトルの非 Gauss成分も非等方性を持つ。中性子放出スペクトルの非 Gauss成分の

計測によって高速イオン診断を行う場合、スペクトルの非等方性によって計測器の設置位置

及び設置角度によって観測されるスペクトルが異なる。従って、計測器位置及び角度の組み

合わせと観測される中性子エネルギースペクトルとの関係を理解しておく事が必要である。

また、核融合炉級のプラズマでは非 Gauss 成分が Gauss 成分よりも数桁小さくなるため、

非等方性を考慮して非 Gauss成分の中性子が多く計測されるように計測器位置を決定する

事が有効である。本章では、揺動電磁場が無い場合を想定し、NBI加熱時の第一壁への中性

子入射スペクトルの壁面位置及び入射角依存性を明らかにし、その結果に基づき中性子放出

の非等方性を利用した非Maxwellテイル診断法を検討する。先ず、ITER級 DTプラズマ

における第一壁への中性子入射スペクトルを評価し、壁面位置及び入射角と入射エネルギー

スペクトルとの関係を考察する [83]。スペクトルの解析結果に基づき、燃料イオン分布関数

に非Maxwellテイルが形成された場合の非Maxwellテイル診断の精度を向上させる方法を

提案する。次に、LHD重水素プラズマを想定し、非等方的な非Maxwellテイル及び複雑な

真空容器壁形状の中性子入射スペクトルへの影響を調べる。[84]。最後に、提案した方法を

利用して、ノックオンテイルの検証実験の検討を行う [85]。

3.1 ITER級 DTプラズマにおける入射スペクトル及びそのイオン分布関数

診断への応用

1.3節で指摘したように、バルク成分に比べて小さな非Maxwellテイルの核融合炉級プラ

ズマにおける効果を理解するためには、分布関数診断技術の測定精度の向上が必要である。

計測器やシステムを開発及び改良する事に加えて、中性子放出の非等方性を利用した計測器

設置方法を工夫する事によっても測定精度を向上させられる可能性がある。本節では、その

ようなプラズマに対して壁面位置及び入射角毎の中性子入射スペクトルを評価し、それに基

づきイオン分布関数診断の測定精度を向上させる方法を議論する。

ITER級 DTプラズマに NBIパワー PNBI = 33 MW、NBIエネルギー ENBI = 1 MeV

の重水素ビームを接線方向に入射した場合を想定する。プラズマ条件は ITERの inductive

operation scenario 2から引用する [108]。不純物イオンの無い軸対称トカマクを仮定する。

図 3–1に想定した電子及びイオン温度、重陽子密度及び安全係数の小半径方向分布を示す。

磁気面形状は式 (2–65)の解析モデルを使用し、Rmaj = 6.2 m、a = 2 m、δ(r) = 0.48(r/a)2、

κ = 1.85とする。壁面形状は式 (2–65)を用いて図 2–21の形状を使用する。図 3–2に想定

した磁気面と第一壁形状とを示す。高速重陽子分布関数は、ORBITコードを用いて粒子軌
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道を最外殻磁気面に到達するか、バルク重陽子の熱エネルギーに減速するまで追跡しながら

式 (2–35)から評価する。高速重陽子軌道計算におけるテスト粒子初期位置は、プラズマ中

心を通りトロイダル軸に接する直線上から式 (2–16)及び図 2–5の分布を用いて決定する。

図 3–3に評価した体積平均高速重陽子分布関数とMaxwell分布のバルクイオン分布関数と

を足したものを示す。

図 3–4に、T(d,n)4He反応による体積平均中性子放出スペクトルを示す。非 Gauss成分

が、約 11.5から 17.4 MeVの範囲で形成されている。中性子放出エネルギーは反応する重

陽子及びトリトンの運動エネルギーと反応の Q値との和をどのように中性子とアルファ粒

子とに分配するかによって決定される。式 (2–44)で中性子放出エネルギー En と重心系に

おける中性子放出角度 ζ̃ とが関係付けられており、1 MeVの重陽子とMaxwell分布中のト

リトンとの反応によって、ζ̃ = 0◦ の時最大エネルギー約 17.4 MeVが、ζ̃ = 180◦ の時最小

エネルギー約 11.5 MeVが得られる。非 Gauss成分は Gauss分布の 14 MeVピークに比べ

て数桁小さく、例えば 16 MeVの中性子は 14 MeVピークに比べて約 3桁小さい。中性子

計測によってイオン分布関数診断を行う場合、非Maxwellテイルの大きさとエネルギー範

囲を得るためには、この小さな非 Gauss成分をできる限り高精度で計測する必要がある。

図 3–5に、体積平均二重微分中性子放出スペクトルを中性子エネルギー En と中性子放出

角 χ との関数として (a) 全放出角に対して、(b)χ = 0◦、90◦ 及び 180◦ に対して示す。こ

の二重微分スペクトルは図 3–4 のスペクトルの放出角についての微分量である。重陽子分

布関数の非Maxwellテイルの非等方性によって、非 Gauss成分は放出角に対する依存性を

持っている。プラズマ中心で磁力線方向に運動している高エネルギー重陽子による反応を考

えた場合、トロイダル軸に対する中性子放出角 χと荷電粒子に対するピッチ角とが殆ど一致

する。接線ビーム入射の場合、最大エネルギーの中性子は χ = 0◦ 方向に、最小エネルギー

の中性子は χ = 180◦ 方向にのみ放出できる。中性子放出スペクトルは放出方向に依存して

変化するため、計測器で観測されるスペクトルは、図 3–4 の体積平均スペクトルとは異な

る。様々な計測器設置位置及び設置方向に対する中性子スペクトルを把握しておくことは、

高速イオン診断に最適な計測器位置及び方向を決定する上で有用である。計測器で観測され

るスペクトルは、その視線に対応する第一壁面位置及び入射角の組み合わせにおけるスペク

トルと同じものとなるはずである。従って中性子スペクトル計測による分布関数診断の精度

を高める事を考えるに当たり本研究では、中性子入射スペクトルの壁面位置及び入射角依存

性に着目する。

図 3–6に、(a)全壁面位置 θ に対する、(b)θ = 0◦、90◦ 及び 180◦ に対する、壁面への中

性子入射エネルギースペクトルを示す。このスペクトルは、入射中性子束分布の中性子エネ

ルギーについての微分量であり、軸対称を仮定しているのでトロイダル方向に積分したもの

を示している。磁気面及び壁面形状が赤道面に対して上下対称な場合を考えているため、入

射スペクトルの壁面形状依存性は θ = 180◦ に対して対称である。高速重陽子分布関数及び

中性子放出スペクトルの非等方性を反映して、壁面位置毎に入射する中性子のエネルギー

71



範囲が異なる。壁面位置 θ = 0◦ では放出スペクトルの全エネルギー範囲である約 11.6 か

ら 17.3 MeVのエネルギー範囲で、θ = 180◦ では約 11.8から 17.1 MeVの範囲で非 Gauss

成分が見られる。これはプラズマ中心付近で発生した中性子の内、最大エネルギーを持つ

χ = 0◦ 及び最小エネルギーを持つ χ = 180◦ で放出されたものは壁面位置 θ = 180◦ に幾何

学的に入射できないためである。壁面位置 θ = 0◦ において非 Gauss成分の中性子が最も多

く観測される。従って、この位置では 14 MeVピークに対する非 Gauss成分の比が体積平

均放出スペクトルにおける比より大きくなる。この事は、非 Gauss成分の中性子を計測す

る事に対して有利である。Gauss成分よりも高エネルギーの中性子がトロイダル軸に平行或

いは反平行方向に放出される場合、この非 Gauss成分のピークに対する比が θ = 0◦ の位置

で増加する事が期待される。この傾向から、最適な計測器位置を選ぶことで非 Gauss成分

中性子の計測精度を向上させる事が可能である。今回の条件では、壁面位置 θ = 0◦ に相当

する位置に計測器を設置するのが高速イオン診断を行う上で適している。

次に壁面位置 θ = 0◦ における中性子スペクトルの入射角依存性を見る。図 3–7 にポロ

イダル入射角分布を Gauss成分と非 Gauss成分の中性子とに分けて示す。ポロイダル入射

角、プラズマ端及び第一壁形状の幾何学的関係は、図 3–8に示すようになっている。プラズ

マ中心を通る直線上に重水素ビームの電離位置を考え、中心でピークを持つ電離分布を想定

しているため、高エネルギー重陽子は殆どプラズマ中心に存在し、非Gauss成分の中性子は

そのような重陽子の反応によって放出される。従って、非 Gauss成分の中性子は θ = 0◦ の

位置には殆ど ιp = 90◦ で入射する。非 Gauss成分中性子が ιp = 90◦ でピークを持つのに

対し、Gauss成分の中性子は約 30◦ から 150◦ に亘って広く分布している。図 3–8に示すよ

うに、本条件ではポロイダル入射角は幾何学的に約 23◦ から 157◦ まで許されるが、プラズ

マ端で 0となるようなイオン温度（中性子発生）分布を想定しているため、プラズマ外側で

発生する中性子は少なく、最大及び最小のポロイダル入射角を持って入射する中性子は非常

に少ない（dN/dιp ≪ 1014 m−2s−1rad−1）。今回想定した条件では、非 Gauss成分の中性

子は壁面位置 θ = 0◦ 及びポロイダル入射角 ιp = 90◦ で最も多く観測される事がわかった。

図 3–9に、θ = 0◦及び ιp = 90◦における (a)全トロイダル入射角 ιtに対する、(b)ιt = 43◦

及び 137◦ に対する中性子入射スペクトルを示す。トロイダル入射角とトロイダル軸に対す

る中性子放出角との間に一定の関係があるため、二重微分放出スペクトルと同様に、中性子

入射エネルギーはトロイダル入射角と密接に関係している。図 3–10に赤道面上におけるト

ロイダル入射角、NBI軸、プラズマ端及び第一壁形状の幾何学的関係を示す。今回の条件で

は、プラズマ中心を磁力線方向に運動している 1 MeVの重陽子の反応によって χ = 0◦ 方向

に放出される中性子が最大エネルギーを持ち、χ = 180◦ 方向に放出されるものが最小エネ

ルギーを持つ。トロイダル軸の接線と第一壁との交わる角度は ιt = 43◦ 及び 137◦ である。

従って、最大エネルギー付近の中性子は ιt = 137◦ 付近でのみ、最小エネルギー付近の中性

子は ιt = 43◦ 付近でのみ第一壁に入射でき、これらの角度で非 Gauss成分の中性子が最も

多く観測される。Gauss 成分の中性子は幾何学的に最小で ιt = 15◦ で、最大で ιt = 165◦
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で入射できるが、ポロイダル入射角分布の議論と同様に、角度が鋭くなるにつれて観測され

る中性子は少なくなる。最も Gauss成分中性子が観測されるトロイダル入射角は非 Gauss

成分の場合と異なり、ιt = 52◦ 及び 128◦ である。この角度は放出方向が等方的であるため、

燃料イオンの空間分布、プラズマ形状及び第一壁面形状によって決まる。

Gauss 成分の中性子が全壁面位置及び可能な全入射角に亘って分配されるのに対し、非

Gauss 成分の中性子はある特定のエネルギー分布である特定の壁面位置と入射角との組み

合わせに集中する。この位置と角度との組み合わせを把握して中性子計測器位置と角度とを

決定することで、非 Gauss成分中性子の計測精度の向上が期待できる。計測された中性子

スペクトルの半値幅からイオン温度分布を診断する事が考えられているため [104, 105]、14

MeVピークの半分程度の大きさは十分な精度で測定される事が最低限要求される。そこで

本研究では、中性子スペクトルの 14 MeVピークの大きさを測定十分な精度の基準として非

Gauss成分中性子の測定精度を議論する。次式のように、中性子放出スペクトルにおける非

Gauss成分と 14 MeVピークとの比を εemission、入射スペクトルにおけるその比を εincident

と定義する。

εemission =
dN

dEn

(
dN

dEn

)−1

peak

(3–1)

εincident =
d3N

dEndιtdιp

(
d3N

dEndιtdιp

)−1

peak

(3–2)

ここで、dN/dEnは中性子放出スペクトル、d3N/(dEndιtdιp)は特定の壁面位置及び入射角

における中性子エネルギーの関数としての入射スペクトルであり、添字「peak」は En = 14

MeVにおける各スペクトルの値である事を表す。これらの量は十分な測定精度が保証され

るという基準である 14 MeV のスペクトルの大きさに対する他のエネルギー成分の大きさ

の割合である。図 3–9は非 Gauss成分の 14 MeVピークに対する比が放出スペクトルにお

けるその比よりも大きくなり得る壁面位置と入射角との組み合わせが存在している事を示し

ている。その事を議論するために、入射スペクトルにおける比と放出スペクトルにおける比

とを比べるパラメータ
η = εincident/εemission (3–3)

を導入する。このパラメータ ηが 1より大きい時、ある入射位置と入射角度とにおいて放出

スペクトルにおける比より入射スペクトルにおける比が大きくなる事を表す。測定される中

性子スペクトルには、プラズマから発生して直接計測器に入射する中性子に加え、装置構造

材と散乱して減速した中性子の成分が存在する [109]。非 Gauss成分中性子の計測による分

布関数診断の可能性を議論するためには、先ずこの減速中性子成分（背景ノイズ）の影響を

考える必要がある。背景ノイズは減速成分だから、ノイズの影響が問題にならない 14 MeV

以上の成分に着目する事で、この影響を議論から排除する。図 3–11に、壁面位置 θ = 0◦、

入射角 ιp = 90◦ 及び ιt = 137◦ におけるパラメータ η、εemission 及び εincident を示す。中性

子エネルギー En が 16 MeV以上の時、η は 102 以上、17 MeV以上で 103 以上になる。こ
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の結果はMaxwell成分に比べて小さな非Maxwellテイルが燃料イオン分布関数に形成され

た場合のテイルの診断をする場合に非常に好ましいものである。計測を行う前に、全壁面位

置及び入射角における中性子入射スペクトルを把握しておく事で、計測器開発及び改良とは

別に、設置の仕方の工夫によっても 2桁から 3桁程度の精度向上が期待できる。

今回想定した接線 NBIの場合は、ITER級のプラズマでは最も非等方性が強く大きな非

Maxwell テイルが形成されるような条件である。ビーム入射方向に対向する方向に計測器

を置くことは自然な発想である。しかし、η の特性は高エネルギーイオンの空間分布やピッ

チ角分布に強く依存する。例えば非 Maxwell テイルが垂直 NBI や ICRF 加熱等磁力線に

垂直な方向に形成される場合、η は ιt = 90◦ に近い入射角で大きくなると予想できる。高

エネルギーイオンがプラズマ中心以外にピークのある空間分布を持つ場合、通過軌道面は磁

気面に似た形になるため、ポロイダル入射角分布は ιp = 90◦ を中心に左右対称でピークが

二つあるような分布になる可能性がある。D(d,n)3He反応による中性子を対象とする場合、

微分断面積の強い放出角依存性によって T(d,n)4He反応の場合とは異なる η の特性が見ら

れるはずである。これらの場合最適な計測器位置及び方向は、ここまで示した接線 NBIの

場合とは異なる。ICRF加熱等によって放出スペクトルの非 Gauss成分が χ = 90◦ 方向に

偏る場合、Gauss分布のピークのエネルギーより高エネルギーの非 Gauss成分が全ての壁

面位置に入射できるため、特定の壁面位置に集まり難くなる。そのような運転時のテイル診

断、或いはそのようなテイルが形成される現象の理解を目的とした中性子スペクトル計測を

行う場合こそ本節と同様の議論に基づいて最適な計測器の設置の仕方を考える必要がある。

理想的には見たいテイルの特性に合わせて自由に計測器視線を変更できる事が望ましいが、

実際には他の加熱装置や診断装置を設置する必要が有り、装置周辺の空間的な制約上最適な

計測器位置と方向とを選択できない事が考えられる。そのような制約を考慮した上で、本節

の議論によって最もテイル診断に適した設置方法を調べる事ができる。

3.2 LHD重水素プラズマを想定した真空容器壁への入射スペクトルの評価

LHDの真空容器は、亜鈴型のポロイダル断面形状をしている。この事は装置のトーラス

性に加えて、中性子の放出が等方的な場合であっても、壁面位置上の入射中性子束分布の非

一様性に影響を及ぼす。中性子計測器の較正等を目的として、MCNPコードを用いて複雑

な真空容器形状を模擬し、装置内の中性子束分布が評価されている [110, 111]。LHD 重水

素プラズマでは、発生する中性子は高エネルギー重陽子とバルク重陽子との反応によるもの

が支配的であり、そのような中性子のスペクトルは非等方的である。従って、高エネルギー

中性子に対して、LHDにおいて計測器で測定されるスペクトルや、装置内機器の保守等を

目的とした中性子束及びエネルギー分布を数値的に評価するためには、複雑な真空容器壁形

状に加えて、非Maxwellテイルを有する重陽子速度分布関数及び中性子放出の非等方性を

考慮する必要がある。本節ではそれら両方を考慮した解析を行い、中性子入射スペクトルの

真空容器壁面位置及び入射角依存性を調べる。この事は現行の実験装置を用いて、本研究で
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開発した中性子スペクトル解析モデルの妥当性を検証する上で有用である。

磁気軸位置 Rax = 3.6 m、磁気軸位置の磁場の大きさ B = 2.74 T の LHD 重水素

プラズマを想定する。重陽子密度は nd(ρ) = 2 × 1019 m−3 の一様分布、重陽子温度は

Td(ρ) = 10(1 − ρ2) keV の放物分布とする。ここで、ρ は規格化小半径である。不純物

は無く、電子密度及び温度は重陽子密度及び温度と等しいと仮定した。重水素ビームが磁

気軸に接線入射される場合を想定し、NBI パワーを PNBI = 5 MW、NBI エネルギーを

ENBI = 180 keVとする。真空容器形状は図 2–22に示したものを使用する。図 3–12に壁

面形状、壁面上の位置を表すポロイダル角 θ 及びトロイダル角 ϕ、重水素ビーム入射方向及

び壁面への中性子入射角の関係を示す。重陽子速度分布関数は、高速成分を式 (2–38)で表

される Slowing-down分布、バルク成分を Maxwell分布とし、それらを足し合わせたもの

を使用する。図 3–13に想定する重陽子密度及び温度分布を、図 3–14にプラズマ中心にお

ける重陽子速度分布関数をそれぞれ示す。ここでは、ピッチ角 0◦ の 180 keV重陽子の無衝

突軌道上から中性子発生位置を与え、幾つかの重陽子エネルギーに対して中性子スペクトル

を計算し、図 3–14の分布関数で重み付けする。図 3–15にピッチ角 0◦ の 180 keV重陽子

の無衝突軌道を示す。

図 3–16 に D(d,n)3He 反応による体積平均中性子放出スペクトルを、図 3–17 に体積平

均二重微分中性子放出スペクトルをそれぞれ示す。高エネルギー重陽子とバルク重陽子との

反応が支配的なため、中性子放出スペクトルは明らかに Gauss 分布にならず、約 1.7 から

3.2 MeVまでのエネルギー範囲で非 Gauss成分が形成されている。2.2.3節で議論したよう

に、重水素ビームを接線方向に入射した場合を想定したため、最大エネルギーを持つ中性子

は χ = 0◦ 方向にのみ放出される。この中性子放出の非等方性は真空容器壁への入射スペク

トルに反映されるはずである。

図 3–18に ϕ = 0◦ における非 Gauss成分の入射中性子束分布を、壁面位置 θ の関数とし

て示す。溝部の方がトーラス部よりプラズマに近く、トーラス部に到達する前に溝部に入射

しやすいため、入射中性子束は溝部で大きくなっている。通常、トカマク装置では赤道面上

外側（θ = 0◦）の方が赤道面上内側（θ = 180◦）よりも、壁面から見えるプラズマ領域が広

いため、外側への入射中性子束の方が大きくなる。図 3–18で θ = 0◦ の方が θ = 180◦ の中

性子束に比べて小さいのは、溝部から見えるプラズマ領域が、溝の無いトーラスの場合に比

べて小さくなる事と、プラズマ中心が装置中心よりも内側に寄っていて真空容器壁からプラ

ズマまでの距離が θ = 180◦ の方が極端に近い事とよるものである。等方的な中性子放出を

想定した場合、θ = 0◦ における中性子束に対する θ = 180◦ の中性子束の比は、接線 NBIを

想定した場合よりも約 20%大きい。これは NBIによる中性子の非等方性によって、χ = 0◦

と 180◦ との方向への放出割合が多くなる事に起因する。これらの放出角度では幾何学的に

θ = 0◦ の位置にしか入射し得ないため、この位置への入射中性子束の割合が増加する。

図 3–19に ϕ = 0◦ と 18◦ とに対して、壁面位置 θ = 0◦ 及び 180◦ における非 Gauss成分

の中性子入射エネルギースペクトルを示す。中性子束分布の微分量である入射スペクトルは
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壁面位置に依存しており、θ = 0◦ 及び θ = 180◦ の両方が溝部である ϕ = 0◦ の方がトーラ

ス部である ϕ = 18◦ よりも強度が大きい。θ = 180◦ において最大及び最小エネルギーの中

性子が入射しないのは、これらのエネルギーを持つ χ = 0◦ 及び χ = 180◦ 方向に放出する

中性子が θ = 0◦ の位置にしか幾何学的に入射し得ないためである。

図 3–20に、壁面位置 θ = 0◦ 及び ϕ = 0◦ における (a)全トロイダル入射角に対する、(b)

トロイダル入射角 ιt = 35◦、90◦ 及び 145◦ に対する非 Gauss成分の中性子入射スペクトル

を、θ = 0◦ 及び ϕ = 18◦ における (c) 全トロイダル入射角に対する、(d) トロイダル入射

角 ιt = 50◦、90◦ 及び 130◦ に対する入射スペクトルを示す。接線 NBI加熱の場合を想定し

ているため、これらの壁面位置におけるトロイダル入射角と中性子放出角との間に一定の関

係があり、入射角毎のエネルギースペクトルは二重微分放出スペクトルを反映した形状とな

る。プラズマ中心から χ = 0◦ で放出された中性子は、ϕ = 0◦ では ιt = 35◦ で、ϕ = 18◦ で

は ιt = 50◦ で入射する。ϕ = 18◦ 及び ιt = 50◦ における中性子スペクトルは、ϕ = 0◦ 及び

ιt = 35◦ におけるスペクトルに比べて 1.5倍程度大きい。一方、ϕ = 18◦ 及び ιt = 90◦ に

おける中性子スペクトルは、ϕ = 0◦ 及び ιt = 90◦ におけるスペクトルに比べて小さい。こ

れは、ある位置からの中性子放出の立体角に占める各壁面位置の表面積の割合が、各壁面位

置からトロイダル軸接線方向を見た場合とトロイダル軸垂直方向を見た場合とで異なるため

である。このような、同じポロイダル角の位置における中性子入射スペクトルのトロイダル

角依存性は複雑な壁面形状によるものであり、通常のトカマク装置では見られない。

本節で示した中性子入射スペクトルの壁面位置及び入射角依存性は、等方的な中性子放出

の場合や第一壁が単純なトーラス形状の場合には見られないものである。ここで得られた結

果は、中性子計測の精度向上や装置内機器等の保守を、詳細な中性子スペクトルを考慮して

行う上で重要なものである。

3.3 中性子放出の非等方性を利用したノックオンテイル検証シナリオ

JET で DT プラズマにおけるアルファ粒子の NES による燃料イオン分布関数上のノッ

クオンテイルの観測が、中性子放出スペクトルの非 Gauss成分の計測によって行われ、中

性子スペクトルの計測によるアルファ粒子閉じ込めの診断方法が提案されている [112]。核

融合プラズマ中の NES効果の実験的検証はこれまで数例しか無く、又これまで得られてい

るデータも NES効果の定量的な理解を行うには非 Gauss成分の測定精度が十分とは言い難

い。NES効果に関する実験データを拡充し、実験的な理解を深める事が、核融合炉の運転

を行う上で重要である。特に高エネルギー陽子による NES効果は、D3He核融合炉の研究

を進める上で極めて重要である。陽子の NES効果の検証を現在の重水素実験プラズマで行

う事を目的として、重水素プラズマ中に 3Heビームを入射して 3He(d,p)4He反応率を増加

させ、その反応によって生成される 15 MeV陽子の NESによる重陽子速度分布関数上に形

成されるノックオンテイルを、D(d,n)3He反応による中性子スペクトルの計測を行うとい

う実験シナリオが提案されている [113]。しかしながら、評価された中性子放出スペクトル
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の非 Gauss成分は Gauss分布の 2.5 MeVピークに比べて 4桁以上小さく、十分な測定精

度が得られるのか、又トリトン燃焼による 14 MeV 中性子の減速成分に隠されてしまわな

いかという心配がある。本節では、前節で提案した中性子放出の非等方性を利用した小さな

非Maxwellテイル診断方法をノックオンテイルに適用し、簡単な検討から中性子スペクト

ル計測によるノックオンテイル検証実験の一つの考えを示す。

これまで提案されているシナリオ [113] を引用し、磁気軸位置 Rax = 3.6 m にビームパ

ワー PNBI = 2.5 MW、ビームエネルギー ENBI = 100 keVの 3Heビームを入射した場合

を想定する。重陽子密度は nd = 8 × 1019 m−3、電子温度は Te = 20 keVの一様な分布を

仮定する。この時、重陽子速度分布関数には 200 keVから 10 MeV以上の領域にノックオ

ンテイルが形成されており、その大きさはMaxwell分布のピーク値に比べて 6桁以上小さ

い。今後の議論では 1 MeV成分の重陽子のみに着目し、単色エネルギーの重陽子によるス

ペクトルの非 Gauss成分と Gauss分布のピークの大きさとを比較して測定精度向上の度合

いを議論する。この研究は特定の装置に拘らず一様な重水素プラズマを想定して行われた

ため LHDの実験パラメータとは異なるが、本研究ではこの条件を引用して装置形状のみを

LHDのものを適用し議論する。

図 3–21にプラズマ中心をピッチ角 0◦ で運動する 1 MeVの重陽子の無衝突軌道を示す。

磁気軸位置における磁場の大きさを Bax = 2.74 T とした。1 MeV の重陽子は全てピッチ

角 0◦ であると仮定し、図 3–21の軌道上から非 Gauss成分中性子の発生位置を生成する。1

MeV重陽子の反応による中性子スペクトルを計算する際に、バルク重陽子の熱運動を無視

し、反応の微分断面積は重心系で等方とする。バルクイオン同士の反応による Gauss成分

中性子は、主半径 3.6 m、小半径 0.3 mの円形断面トーラス内から一様に等方的に放出する

と仮定する。真空容器壁形状は式 (2–64)を用いて、主半径 3.9 m、小半径 1.6 mの円形断

面トーラスを仮定する。

図 3–22に体積平均中性子放出スペクトルを示す。本節では、Gauss成分と非 Gauss成分

との相対的な大きさが入射位置及び角度によってどう変化するかに着目するため、それぞれ

の成分をそれぞれの成分の中性子発生量で規格化したものを示している。後に示す入射スペ

クトルも同じ値で規格化したものである。

図 3–23に (a)全壁面位置 θ に対する、(b)θ = 0◦ の位置における中性子入射エネルギー

スペクトルを示す。前節までの議論と同様に、θ = 0◦ の位置で非 Gauss成分の全中性子エ

ネルギーが観測され、その大きさが最も大きい。一方Gauss成分の中性子は、全壁面位置に

同じエネルギー範囲で分配されている。

図 3–24に壁面位置 θ = 0◦ における (a)全トロイダル入射角分布に対する、(b)ιt = 45◦

に対する中性子入射スペクトルを示す。トロイダル入射角 ιt = 45◦ で、2.5 MeVより高エ

ネルギー側の非Gauss成分が最も多く観測される。Gauss成分中性子は ιt = 50◦ 及び 130◦

で最も多く観測される。従って、この壁面位置及び入射角に相当する視線で計測すること

ができれば、放出スペクトルの場合に比べて入射スペクトルにおける非 Gauss 成分と 2.5
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MeVピークとの比を 2桁以上減らす事ができる。前節のようにポロイダル入射角 ιp = 90◦

に限定すれば、更にその差は小さくなる。この事は中性子放出スペクトルの非 Gauss成分

が Gauss分布に比べて 4桁以上小さいようなノックオンテイルの観測に有利である。

LHD では重水素実験期間中に中性子スペクトル計測器を導入する事が検討されている。

本節で検討したプラズマ条件は LHD重水素実験のパラメータとは異なるものであり、入射

スペクトルの解析は非常に簡単化したモデルによっている。今後 LHDにおいて中性子スペ

クトル計測による陽子の NES効果の観測を行う場合、実験条件を LHDのものに合わせた

重陽子分布関数評価及び分布関数をより正確に考慮した中性子入射スペクトルの解析が必要

である。
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図 3–8 ポロイダル入射角、プラズマ端及び第一壁の幾何学的関係。
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図 3–10 トロイダル入射角、NBI方向、プラズマ端及び第一壁の幾何学的関係。
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図 3–13 重陽子密度及び温度の径方向分布。
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図 3–20 トロイダル角 ϕ = 0◦ の壁面位置 θ = 0◦ における (a)全トロイダル入射角 ιt、

(b) ιt = 35◦、90◦ 及び 145◦ に対する中性子入射スペクトル。トロイダル角 ϕ = 18◦ の

壁面位置 θ = 0◦ における (c)全トロイダル入射角 ιt、(d) ιt = 50◦、90◦ 及び 130◦ に対

する中性子入射スペクトル。
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図 3–21 ピッチ µ = 1及び 1 MeVでプラズマ中心で発生した重陽子の (a)ポロイダル

面、(b)水平面における軌道。
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図 3–22 中性子発生量で規格化した中性子放出スペクトル。
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図 3–23 中性子発生量で規格化した (a)全壁面位置、(b)壁面位置 θ = 0◦ における中性

子入射エネルギースペクトル。
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図 3–24 中性子発生量で規格化した壁面位置 θ = 0◦ における (a) 全トロイダル入射角

ιt、(b) ιt = 45◦ に対する中性子入射スペクトル。

102



第 4章 Alfvén固有モードのバルクイオン分布関数及び中性子

放出スペクトルへの影響

高エネルギー粒子と MHD 現象との共鳴的相互作用に関する研究はこれまで精力的にな

されて来た。これまで殆ど関心が持たれて来なかったが、図 2–8 に示したように低エネル

ギーのイオンもモードとの共鳴条件を満たす事ができる。この事によってバルクイオンが加

熱される可能性は指摘されているものの、具体的にどのように分布関数が変化するかという

議論はされていない。燃料イオン分布関数は 1.1.2節で説明したように核融合出力等を決定

する重要な量であり、その変化の仕方や性質を影響し得る現象に対して個別に明らかにして

おく事、或いはその制御方法の検討が重要である。本章では、プラズマ中の不安定性の一例

として AEを選び、ITER級の DTプラズマに不安定な AEが存在する場合に対して燃料イ

オン分布関数の歪み、及びその歪みの核融合反応率係数と中性子放出スペクトルへの影響を

調べる [86, 87]。

4.1 プラズマ粒子及び摂動電磁場分布

プラズマ条件は IETRの 15 MA scenario [108]から引用する。TFリップルを無視し、ヘ

リウム及びベリリウムイオンを不純物として考慮する。プラズマ粒子の密度及び温度分布は

文献 [44]から引用する。図 4–1に (a)電子、重陽子、トリトン、ヘリウム及びベリリウムの

密度、(b)電子及びイオン温度と安全係数との小半径方向分布を示す。Schneller等 [45]によ

ると、ITER 15 MA scenarioではトロイダルモード数 n = 10及び 11の固有モードが最も

大振幅になりやすいため、本研究ではこれらのモードを想定する。トロイダルモード数 (a)

n = 10及び (b) n = 11に対して STELLGAPコード [114]を用いて計算した連続スペクト

ルを図 4–2に示す。各トロイダルモード数に対して、TAE及び EAEを考慮し、これらの

周波数として n = 10に対しては fpert = 65.157 kHz及び 119.73 kHzを、n = 11に対して

は fpert = 64.848 kHz及び 111.63 kHzを選ぶ。図 4–3に AE3Dコードを用いて計算した

静電ポテンシャルの Fourier係数の小半径方向分布を (a) n = 10及び fpert = 65.157 kHz、

(b) n = 10及び fpert = 119.79 kHz、(c) n = 11及び fpert = 64.848 kHz、(d) n = 11及

び fpert = 111.63 kHzに対して示す。揺動振幅 δB/B は入力パラメータとして任意に与え、

定常的であると仮定する。実際のプラズマには様々なモード数や周波数のモードが同時に複

数存在しているが、本研究では単一のトロイダルモード数及び周波数のモードに対する分布

関数の歪みを調べる。
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4.2 燃料イオン速度分布関数の歪み

式 (2–34) のモードとの共鳴条件を満たせる粒子のエネルギー幅及び相互作用によるエ

ネルギー変化率は、どちらも揺動振幅 δB/B が大きい程大きい事が知られており [51]、本

論文でも図 2–8 で確認した。従って揺動振幅が大きい程イオン分布関数の歪みも大きい

はずである。そこで分布関数の歪みを明瞭に見るために、先ずモード振幅が大きい場合

（δB/B = 10−2）に対する結果を示す。この振幅は現在の実験装置で観測されている大きさ

（δB/B ∼ 10−5–10−3）や、ITER 15 MA scenarioを想定した Schneller等による評価の最

大値（δB/B ≃ 7 × 10−3）[45] よりも大きく、現実に観測されるであろう振幅を想定して

いるものでは無い。揺動が無い場合の評価結果と比較し、分布関数の歪みを議論する。重陽

子及びトリトンの速度分布関数は初期値を図 4–1 の密度及び温度の Maxwell 分布として、

Maxwell分布に従って発生させたイオンの案内中心軌道を DELTA5Dコードで追跡しなが

ら式 (2–36)を用いて 10 msの間計算を行う。テスト粒子の場の粒子との Coulomb散乱に

よる速度変化を考える際に、場の粒子が自分自身を含むため、本来は非Maxwell分布に従

う背景粒子との散乱を考える必要があるが、大部分はMaxwell分布であるため本研究では

2.1.1節で解説した Boozerと Kuo-Petravicとによるモンテカルロオペレータを使用する。

このオペレータの仮定によって、テスト粒子速度分布関数は衝突緩和の結果、最終的には固

定された温度のMaxwell分布に一致する。即ち、テスト粒子速度分布関数のMaxwell成分

は初期温度のMaxwell分布から変化する事ができない。本研究では、バルクイオン温度の

変化は考慮せず、速度分布関数の変化として純粋なMaxwell分布からの歪みを議論する。

図 4–4 に時刻 t = 10 ms における (a) n = 10 及び fpert = 65.157 kHz の場合の、(b)

n = 11及び fpert = 111.63 kHzの場合の重陽子の実効温度 Teff の径方向分布を示す。実効

温度 Teff は重陽子の平均エネルギーの 2/3倍、即ち

Teff =
1

3
md

∫
dvdv

2
dfd (vd) (4–1)

として定義した。以後、物理量の添字「pert」及び「eq」はそれぞれ揺動が有る場合及びな

い場合に対する値である事を表す。モードとの相互作用による個々の重陽子の速度変化の結

果として、揺動分布のピーク位置（n = 10の TAEの場合に対しては r/a = 0.43及び 0.53、

n = 11の EAEに対しては r/a = 0.75）付近で平均エネルギーが増加している。従ってこ

れらの領域で重陽子速度分布関数が、少なくとも初期温度及び密度のMaxwell分布からは

変化しているはずである。図 4–5 に時刻 t = 10 ms における n = 10 及び fpert = 65.157

kHz の場合の重陽子密度の径方向分布を示す。揺動分布のピーク位置（r/a = 0.43 及び

0.53）よりも僅かに径方向内側の領域（r/a = 0.4及び 0.5）で密度が減少し、ピーク位置よ

り僅かに外側の領域（r/a = 0.46及び 0.56）で密度が増加している。これは加速されてド

リフト軌道が大きくなった粒子が径方向外側に輸送されるためである。AEによるアルファ

粒子空間分布の平坦化 [50] にも見られる外側への粒子輸送が低エネルギーイオンに対して
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も起こっている。平均エネルギーの上昇や密度分布の変化の傾向は他のモードや周波数、ト

リトンに対しても同様である。

図 4–6に t = 10 msにおける (a) n = 10及び fpert = 65.157 kHzに対する r/a = 0.55

の、(b) n = 10 及び fpert = 119.79 kHz に対する r/a = 0.75 の、(c) n = 11 及び

fpert = 64.848 kHz に対する r/a = 0.4 の、(d) n = 11 及び fpert = 111.63 kHz に対す

る r/a = 0.75の重陽子速度分布関数を速さとピッチとの関数として示す。比較のために揺

動がない場合の (a) r/a = 0.55、(b) 0.75、(c) 0.4 の位置における速度分布関数を図 4–7

に示す。これらの速度分布関数は 20,000,000 個のテスト粒子の結果から評価されている。

Maxwell分布の場合は等方的でピッチ依存性が無いため、図 4–7のように縦に平行な線が

並ぶ。図 4–8にピッチ µ = −1、0及び 1の分布関数をエネルギーの関数として示す。分布

関数を示した規格化小半径 r/aは、各条件で平均エネルギーの変化が最も大きい位置、即ち

揺動分布のピーク位置を選んだ。図 4–8のモンテカルロ計算の統計誤差は 5%以下である。

共鳴相互作用はストキャスティックだが、これによる誤差を見積もる事は難しい。全ての条

件において、非Maxwellテイルが磁力線に平行（µ = 1）及び反平行（µ = −1）方向に形

成されている。シア Alfvén波の波数 k∥ は次式で与えられる。

k∥ =
m

r

Bp

B
+
n

R

Bt

B
∼ m− nq (r/a)

q (r/a)R
(4–2)

ここで、r は小半径、R は主半径、Bp はポロイダル磁場、及び Bt はトロイダル磁場であ

る。シア Alfvén波は磁力線に沿って伝播し、モードと共鳴相互作用しやすい粒子速度方向

は k∥ の符号によって決定される。従って、非Maxwellテイルが形成される方向は k∥ の符

号によって、即ちポロイダルモード数mとトロイダルモード数 nとの組み合わせによって

決まる。

TAE の場合の非 Maxwell テイルは熱速度に近い領域から形成されているのに対して、

EAE の場合は平均エネルギーより高いエネルギー領域で形成されている。図 4–9 で、

(a) n = 10 及び fpert = 65.157 kHz に対する r/a = 0.55 における、(b) n = 10 及び

fpert = 119.79 kHzに対する r/a = 0.75における重陽子エネルギー分布関数と初期温度の

Maxwell分布とを比較する。重陽子エネルギー分布関数は図 4–6の分布関数を全ピッチ µ

に亘って積分し、密度で規格化したものである。今回の解析モデルでは、モンテカルロ衝突

オペレータの近似によってバルクイオン温度の変化を考慮できないため、分布関数の純粋な

形状の変化即ちMaxwell分布からの歪みに注目する事ができる。図 4–9を見ると、重陽子

分布関数は分布関数のピーク位置より高いエネルギー領域で明らかにMaxwell分布から歪

んでいる。Maxwell分布をエネルギーの関数として見る場合、分布関数は温度の 0.5倍のエ

ネルギーで最大値となる。分布関数が最大値を取るエネルギーを Epeak とする。計算の間バ

ルクイオン温度は維持されているため、揺動によって歪んだ分布関数の Epeak（r/a = 0.55

の時 5.3 keV、r/a = 0.75の時 3.3 keV）はMaxwell分布のものと一致している。歪んだ分

布関数とMaxwell分布とは、TAEの場合には Epeak の約 3.9倍（20.7 keV）で、EAEの
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場合には Epeak の約 4.3倍（14.2 keV）のエネルギーで交叉している。TAEの場合の方が

EAEの場合に比べて、Epeak に近いエネルギー領域から非Maxwellテイルが形成されてい

る。この差は式 (2–34)の共鳴条件によるものである。粒子の周回周波数を最も単純に考え

て、粒子の共鳴エネルギーを大雑把に評価する事を試みる。トロイダル方向には主半径 R

の円上を ωζ = v∥/Rの角周波数で、磁力線はトロイダル方向に一周する間にポロイダル方

向に安全係数 1/q 回だけ回転するからポロイダル方向には ωθ = ωζ/q = v∥/(qR)の角周波

数で粒子が運動していると考える。これらの周波数を式 (2–34)に代入すると次の関係が得

られる。

v∥ =
qRω

nq + l
(4–3)

揺動周波数が高い程共鳴エネルギーは高くなるため、EAE の場合の方が TAE の場合に比

べて温度より高いエネルギー領域で分布関数が歪む。NAEや、有限圧力効果によって TAE

よりも低い周波数帯にベータ値に誘起されるモード（Beta-induced Alfvén Eigenmode,

BAE）[115, 116]等のような、TAEや EAEとは異なる周波数のモードでは共鳴エネルギー

の揺動周波数依存性によって異なるエネルギー領域に非Maxwellテイルが形成される事が

予想できる。共鳴エネルギーは安全係数 q による径方向依存性も持っている。今回示した

モードの周波数や構造を保持しながら径方向外側にモードを移動させた場合を考えると、正

磁気シアを持つトカマクの場合は r/aと共に qが増加するため、共鳴エネルギーは大きくな

る。一方イオン温度は r/aの増加と共に減少するため、共鳴できるようなエネルギーを持つ

粒子の割合は小さく、結果として非Maxwellテイルは小さくなる事が考えられる。

揺動分布のピーク位置より少し径方向外側の位置における分布関数を見る。図 4–10 に

(a) n = 10 及び fpert = 65.157 kHz に対する r/a = 0.65 における、(b) n = 11 及び

fpert = 111.63 kHzに対する r/a = 0.8における重陽子速度分布関数を示す。ピーク位置に

おける分布関数よりも、熱速度で規格化した速さが大きい領域でテイルが形成されている。

これは、これらの位置で加速された重陽子の寄与よりも、揺動のピーク位置で加速されて径

方向外側に輸送された重陽子の寄与の方が大きいためである。即ち、これらの位置では粒子

がモードによって加速され Coulomb散乱によって減速しテイルが形成されていると言うよ

りも、比較的高エネルギーの粒子が新たに発生しているような状況に近いと考える事がで

きる。

4.3 核融合反応率係数の変化

図 4–11に式 (2–47)を用いて計算した核融合反応率係数 ⟨σv⟩の径方向分布を n = 10及

び fpert = 65.157 kHzの場合に対して示す。比較のために、揺動が無い平衡磁場の場合の

分布関数を用いて評価した反応率係数分布も合わせて示している。AEによって揺動のある

領域で反応率係数が局所的に増加している。平衡磁場の場合に対する反応率係数の増加分を
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表すパラメータとして次を定義する。

η =
⟨σv⟩pert − ⟨σv⟩eq

⟨σv⟩eq
× 100 (4–4)

図 4–11 の条件では、r/a = 0.55 において η の最大値 ηmax が約 23.8% 程度である。この

局所的な反応率係数の増加はプラズマ全体への影響として核融合出力の約 5%の増加に相当

する。複数モードの重なりによって粒子の径方向輸送が促進される事がよく知られている

[117]。本研究では単一のモードを想定しているが、実際のプラズマでは複数の不安定なモー

ドが同時に存在する。このモードオーバーラップ効果によって加速されたイオンの径方向外

側への輸送が促進された場合、結果として核融合反応率係数の増大パラメータ η のピーク位

置は径方向外側に移動する可能性がある。

ここまでの解析では実際の状況よりも大きい揺動振幅を想定してきた。核融合反応率係

数の増幅パラメータ η の振幅依存性を知っておく事が重要である。増幅パラメータの最大

値 ηmax の揺動振幅依存性を図 4–12 に、n = 10 及び fpert = 65.157 kHz、n = 10 及び

fpert = 119.79 kHz、n = 11 及び fpert = 64.848 kHz、n = 11 及び fpert = 111.63 kHz

に対して示す。ηmax は明らかに揺動周波数及びトロイダルモード数に依存している。TAE

或いは EAE に対して n = 10 と n = 11 との場合（図 4–12 の同じ線の色同士）を比較す

ると、ηmax は n = 10 の場合の方が大きい。この事には式 (4–3) から、トロイダルモード

数が小さい程共鳴エネルギーは大きくなり、より高エネルギー領域に非Maxwellテイルが

形成される事が影響していると考えられる。しかしながら、一般にモード数によってモー

ドは異なる性質を示すため、n = 10及び 11の場合のみの比較によって ηmax のトロイダル

モード数依存性を結論付ける事はできない。ITER 15 MA scenarioでは 20 ≲ n ≲ 30のト

ロイダルモード数が最も不安定になりやすく [44]、n = 8 のモードも大振幅になりやすい

[45]と言われている。従ってこれらのトロイダルモード数に対する解析も重要である。次に

同じトロイダルモード数に対して TAEと EAEとの場合（図 4–12の同じ線種同士）を比

較すると、ηmax の勾配がモード周波数に依存している。これは非 Maxwell テイルが形成

されるエネルギー領域が揺動周波数に依存している事によるものである。TAEの場合、非

MaxwellテイルはMaxwell分布に近く比較的エネルギーが低い領域に形成される。この領

域に非Maxwellテイルが形成された場合、Maxwell分布の温度が上昇する事に近い状況で

あるため、テイルの形成が小さい場合でも核融合反応率係数の上昇に敏感に影響する。従っ

て比較的揺動振幅が小さい（δB/B ≲ 7.5× 10−3）場合には、TAEの場合のほうが ηmax が

大きくなる。一方 EAEの場合、非MaxwellテイルはMaxwell分布から遠く比較的エネル

ギーが高い領域に形成される。テイルが小さい場合、核融合反応率係数は殆どMaxwell成

分によって決定される。しかしテイルが大きくなると、核融合反応断面積が大きいエネル

ギー領域の粒子が増えるため、Maxwell分布に近いエネルギー領域にテイルが形成される場

合よりもテイルの核融合反応率係数への寄与が大きくなる。従って揺動振幅が大きくなると

（δB/B ≳ 7.5× 10−3）、ηmax は EAEの場合の方が大きくなる。
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核融合反応率係数が上昇するためにはどの程度の揺動振幅が必要なのか、その指標として

ηmax が 1% 上昇するために必要な揺動振幅を閾値と定義する。揺動振幅の閾値は図 4–12

より、TAEの場合 δB/B ∼ 4× 10−3、EAEの場合 δB/B ∼ 5× 10−3 である。これらの振

幅は ITER 15 MA scenarioで予想されている値よりも大きい。Schneller等の計算 [45]に

よると、n = 11のモードの振幅は最大で 7 × 10−3 に達するが、時間に依存して変化する。

もし何らかの理由でモード振幅が予測値よりも少し大きくなると、核融合出力の異常上昇が

観測される事が予想される。

核融合反応率係数の上昇は非常に局所的なものであった。この局所的な増加のプラズマ全

体への影響の指標として、核融合出力上昇のモード振幅依存性を n = 10及び fpert = 65.157

kHz、n = 10 及び fpert = 119.79 kHz、n = 11 及び fpert = 64.848 kHz、n = 11 及び

fpert = 111.63 kHzに対して図 4–13に示す。核融合出力 P fus の増幅パラメータを次のよ

うに定義する。

ε =
P fus
pert − P fus

eq

P fus
eq

× 100 (4–5)

今回想定している条件では、P fus
eq = 525 MWであり、増幅パラメータの最大値は約 5%で

ある。これは 26 MWの核融合出力上昇に相当する。複数のモードのスペクトルとして不安

定なモードが現れた場合、反応率係数の局所的な増加が様々な位置 r/aで同時に起こる。こ

の時多数の局所的な反応率係数上昇の重ね合わせとして全体的な反応率係数上昇が起こり、

単一モードの場合よりも核融合出力上昇がより大きくなると考えられる。これらの出力上昇

は決して好ましいものではない事を強調しておきたい。核融合炉において出力を上昇させた

い場合であっても、その上昇は炉の運転員によって完全に制御されなければならない。従っ

てモードの不安定化とその結果としての異常核融合出力上昇とは回避或いは抑制されるべき

である。

現在の実験プラズマでは、核融合反応率は殆ど高エネルギーイオンの反応によって決定さ

れる。これらのプラズマで AEが不安定になった場合、高エネルギーイオン損失が促進され

る事の結果として核融合反応率は減少する [118]。一方核融合炉級のプラズマでは核融合反

応率は熱核反応によって殆ど決定される。従って、これまでのプラズマとは逆に AEが不安

定化した場合には核融合出力の増加が観測される可能性がある。高エネルギーのアルファ

粒子損失への影響は深刻であり、AE の不安定化によって自己加熱パワー及びモード振幅

（モードへの輸送エネルギー）は減少する。結果として、核融合反応率係数は減少していく

イオン温度のMaxwell分布から見積もられる値よりも増加しながら、核融合出力は減少し

ていくという可能性も考えられる。

本研究では定常振幅のモードを想定し、モードの振幅や周波数、構造の時間発展は考慮し

ていない。しかしながら当然、高エネルギーイオンの損失や燃料イオンへのエネルギー輸送

によってモードは減衰するし、非Maxwellテイルの形成によってアルファ粒子の発生量が

増加する事によって逆に駆動される。従って本研究は定常モードのイオン分布関数への定性

的な影響のみを明らかにしたものである。より詳細な解析や実際の状況を予測するための解
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析を行うためには、MEGAコード [58]等のようなモード振幅の時間発展を解析できるコー

ドと組み合わせる等して、燃料イオン及び高エネルギーイオン分布関数の変化と同時に複数

モード数を持って存在するモードの時間発展とを自己無撞着に扱う非線形解析を行う事が必

要である。今回は軸対称トカマクを仮定したが、TFリップル等の平衡磁場の三次元効果も

考慮する必要がある。本章では、分布関数の形状がMaxwell分布から歪む効果に着目して

いる。図 4–4及び図 4–5のように、モードは燃料イオンの実効温度と密度との径方向分布

の勾配を変化させるため、最終的な分布を得るためには粒子及び熱輸送解析が必要である。

バルクイオン温度及び密度の変化を考慮して正確な核融合出力を評価するためには、衝突オ

ペレータを任意の背景分布関数に適用できるように改良し、輸送解析を行う必要がある。

4.4 中性子放出スペクトルの歪み

AE による中性子放出スペクトルの Gauss 分布からの変化を明瞭に見るために、4.2 節

で δB/B = 10−2 の場合に対して評価した分布関数と式 (2–56) とを用いて中性子放出ス

ペクトルを評価する。図 4–14 に n = 10 及び fpert = 65.157 kHz の場合に対する (a)

r/a = 0.55、(b) r/a = 0.65 における、n = 11 及び fpert = 111.63 kHz の場合に対する

(c) r/a = 0.75、(d) r/a = 0.8における中性子放出スペクトルを示す。比較のためピーク付

近で Gaussフィッティングした曲線と揺動がない場合のスペクトルとを合わせて示す。揺

動分布のピーク位置（n = 10の場合で r/a = 0.55、n = 11の場合で r/a = 0.75）では中

性子放出スペクトルは殆ど Gauss分布の形状を保ちながら揺動がない場合に比べて大きく

なっている。揺動分布のピーク位置より径方向外側の位置（n = 10 の場合で r/a = 0.65、

n = 11 の場合で r/a = 0.8）では、ピーク位置よりも大きな非 Gauss 成分が形成されて

いる。この差は燃料イオン分布関数上に形成される非Maxwellテイルのエネルギー領域に

起因している。図 4–6 と図 4–10 とを比較すると、揺動ピーク位置よりも外側の領域の方

がピーク位置に比べて、より高エネルギー領域に非Maxwellテイルが形成されている。非

MaxwellテイルがMaxwell成分から遠い高エネルギー領域に形成された時、中性子放出エ

ネルギーの最大及び最小値はエネルギーの最も高い燃料イオンによって決定されるため、中

性子放出スペクトルの非 Gauss 成分は広い中性子エネルギーの範囲で形成される。即ち、

中性子放出スペクトルは Gauss成分の 14 MeVピークから遠いエネルギー領域で歪む事が

でき、非Gauss成分が明瞭に見える。非MaxwellテイルがMaxwell成分に近いエネルギー

領域に形成された時、狭いエネルギー範囲で中性子放出スペクトルに非 Gauss成分が形成

される。中性子放出エネルギーの最大値及び最小値が Gauss成分のエネルギー範囲程度で

ある場合、非 Gauss成分は Gauss成分に隠されてしまう。その場合、中性子放出スペクト

ル上に非 Gauss成分が明らかに現れているようには見えず、見かけ上 Gauss分布が形を保

ちながら大きくなる。

図 4–15 に n = 10 及び fpert = 65.157 kHz の場合に対して r/a = 0.55 の位置におけ

る (a) 全中性子放出角 χ に対する、(b) χ = 0◦、90◦ 及び 180◦ に対する、n = 11 及び
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fpert = 111.63 kHzの場合に対して r/a = 0.75の位置における二重微分中性子放出スペク

トルを示す。図 4–16に図 4–15の (a)から (d)と同じ揺動条件で揺動分布のピーク位置よ

り径方向外側の位置 (a)及び (b) r/a = 0.65、(c)及び (d) r/a = 0.8における二重微分中性

子放出スペクトルを示す。燃料イオン速度分布関数上にピッチ µ = 1及び µ = −1方向に非

Maxwell テイルが形成されている事に対応して、二重微分中性子放出スペクトルではトロ

イダル軸と同方向及び逆方向に非 Gauss成分が形成されている。全放出方向に亘る積分値

である図 4–14の放出スペクトルでは、揺動分布のピーク位置（n = 10の場合 r/a = 0.55、

n = 11 の場合 r/a = 0.75）で非 Gauss 成分は小さく見えるが、二重微分放出スペクトル

の χ = 0◦ 及び 180◦ 方向では Gauss分布から歪んでいる事がはっきりわかる。中性子放出

スペクトルを放出角で分解して見ても、揺動分布のピーク位置より外側の位置の方がピーク

位置に比べて非 Gauss成分が大きい。n = 10の場合、図 4–10(a)のように非Maxwellテ

イルはピッチ µ = −1方向に形成されている。従って、χ = 180◦ 方向に Gauss成分よりも

高エネルギー側で、χ = 0◦ 方向に低エネルギー側で非 Gauss成分が見られる。n = 11の

場合は、図 4–10(b)のようにピッチ µ = 1及び −1の両方向に非Maxwellテイルが形成さ

れている。この時 χ = 0◦ 及び 180◦ の両方向に Gauss成分より高エネルギー側にも低エネ

ルギー側にも非 Gauss 成分が存在する。χ = 0◦ 方向の Gauss 成分より高エネルギー側の

非 Gauss成分は µ = 1方向の非Maxwellテイルの、χ = 180◦ 方向では µ = −1方向の非

Maxwellテイルによって作られる。低エネルギー側の非 Gauss成分についても同様である。

この中性子放出スペクトル上の非等方的な非 Gauss成分は磁気揺動と同時に計測する事

によって、AEによって非Maxwellテイルが形成される事の実験的確認や、核融合炉におけ

る燃料イオン分布関数の AEによる歪みを診断するのに利用できる可能性がある。この目的

のために、本章で提案した計測器位置及び方向を非 Gauss成分の中性子が最も観測される

位置及び方向に合わせるという方法が使える。中性子の装置構造材との散乱によるノイズ成

分を除外するために、高エネルギー側の非Gauss成分を計測する必要があり、そのような方

向はトロイダル軸に対向する方向或いは同方向に近い角度である。揺動が現れるようなプラ

ズマ位置に計測器を向ける必要がある。具体的な実験的検証や診断を考える場合中性子入射

スペクトルを評価する必要があるが、実際に計測されるスペクトルを評価するためには燃料

イオン分布関数評価の際に行った仮定や解析モデルに含まれる近似等を実際のプラズマを予

測できるようなモデルに改良する必要がある。従ってここでは中性子放出スペクトルが非等

方的に Gauss分布から歪み、その事がプラズマ診断に利用できる可能性がある事を示すに

留める。本節で示した中性子放出スペクトルの非 Gauss成分は、十分計測精度が取れそう

な程大きく見える。しかしながらそれは実際よりもかなり大きな揺動振幅を想定したためで

ある。分布関数や反応率係数での議論から、揺動振幅が大きい程非 Gauss成分は大きくな

りエネルギー幅が広がっていく事は予想できるが、具体的にそれらがどのように大きく広く

なっていくのか、非 Gauss成分の揺動振幅依存性を今後調べる必要がある。
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図 4–6 (a) fpert = 65.157 kHz 及び n = 10 に対する r/a = 0.55 における、(b)
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kHz及び n = 11に対する r/a = 0.4における、(d) fpert = 111.63 kHz及び n = 11に

対する r/a = 0.75における重陽子速度分布関数。
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図 4–7 (a) r/a = 0.55、(b) r/a = 0.75及び (c) r/a = 0.4における揺動が無い場合の

重陽子速度分布関数。
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図 4–8 ピッチ µ = −1、0及び 1に対する、(a) fpert = 65.157 kHz及び n = 10に対

する r/a = 0.55 における、(b) fpert = 119.79 kHz 及び n = 10 に対する r/a = 0.75

における、(c) fpert = 64.848 kHz 及び n = 11 に対する r/a = 0.4 における、(d)

fpert = 111.63 kHz 及び n = 11 に対する r/a = 0.75 における重陽子エネルギー分布

関数。
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図 4–9 密度で規格化した (a) fpert = 65.157 kHz及び n = 10に対する r/a = 0.55に

おける、(b) fpert = 119.79 kHz及び n = 10に対する r/a = 0.75における重陽子エネ

ルギー分布関数。
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図 4–10 (a) fpert = 65.157 kHz 及び n = 10 に対する r/a = 0.65 における、(b)

fpert = 111.63 kHz及び n = 11に対する r/a = 0.8における重陽子速度分布関数。
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図 4–11 fpert = 65.157 kHz及び n = 10に対する DT反応率係数の径方向分布。
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図 4–12 fpert = 65.157 kHz及び n = 10、fpert = 119.79 kHz及び n = 10、fpert =

64.848 kHz及び n = 11、fpert = 111.63 kHz及び n = 11に対する核融合反応率係数

の増幅パラメータ η の揺動振幅依存性。
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図 4–13 fpert = 65.157 kHz及び n = 10、fpert = 119.79 kHz及び n = 10、fpert =

64.848 kHz及び n = 11、fpert = 111.63 kHz及び n = 11に対する核融合出力の増幅

パラメータ εの揺動振幅依存性。
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図 4–14 fpert = 65.157 kHz及び n = 10に対する (a) r/a = 0.55、(b) r/a = 0.65に

おける、fpert = 111.63 kHz及び n = 11に対する (c) r/a = 0.75、(d) r/a = 0.8にお

ける中性子放出スペクトル。
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図 4–15 fpert = 65.157 kHz及び n = 10に対する r/a = 0.55における (a)全放出角

χ、(b) χ = 0◦、90◦ 及び 180◦ に対する、fpert = 111.63 kHz 及び n = 11 に対する

r/a = 0.75における (c)全放出角 χ、(d) χ = 0◦、90◦ 及び 180◦ に対する二重微分中性

子放出スペクトル。
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図 4–16 fpert = 65.157 kHz及び n = 10に対する r/a = 0.65における (a)全放出角

χ、(b) χ = 0◦、90◦ 及び 180◦ に対する、fpert = 111.63 kHz 及び n = 11 に対する

r/a = 0.8における (c)全放出角 χ、(d) χ = 0◦、90◦ 及び 180◦ に対する二重微分中性

子放出スペクトル。
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第 5章 結論

核融合プラズマでは、外部加熱や NES、AE 等プラズマ中で起こる様々な現象によって

イオン速度分布関数上に非 Maxwellテイルが形成される。ITERや原型炉以降のプラズマ

中のイオンは、大部分を占めるバルクイオンと比較的少ない高エネルギーイオンから成る。

この少量の高エネルギーイオンの振る舞いが核融合炉の成立性やプラズマにおける種々の現

象に影響するため、その物理の理解が極めて重要である。特に燃料イオン分布関数上の非

Maxwellテイルは、核融合出力を決定し炉の成立性に直接的に関わるため、様々な現象に対

して非Maxwell分布の性質を理解しておく事が必要である。しかしながら、プラズマ不安

定性のイオン分布関数への影響は殆ど未解明である。これまで様々な方法でイオン分布関数

診断が行われているが、このようなプラズマで高エネルギーイオン診断を行う場合何れの方

法においても計測精度を高める必要がある。

本研究では、AEによって生じる揺動電磁場の燃料イオン速度分布関数及び中性子放出ス

ペクトルへの影響を明らかにした。先ず、イオンの電磁場中の運動を考慮してイオン速度分

布関数を評価し、これを考慮してプラズマからの中性子放出スペクトル及び第一壁への中性

子入射スペクトルを詳細に解析するモデル及び計算コードを開発した。揺動電磁場が無い場

合の NBI加熱した ITER級及び LHDプラズマを想定して、第一壁に直接入射する中性子

に対して壁面位置及び入射角毎の中性子エネルギースペクトルを評価し、燃料イオン分布関

数の非等方的な非Maxwellテイルによる入射スペクトルへの影響を明らかにした。得られ

た中性子入射スペクトルの特性に基づき、中性子放出の非等方性を利用して非Maxwellテ

イル診断の精度を向上させる方法を提案した。ITER 級 DT プラズマ中に AE が励起され

た場合を想定してバルクイオン分布関数を評価し、AEによって燃料イオン速度分布関数及

び中性子放出スペクトルが歪み得る事を指摘した。

第 1章では、磁場閉じ込め核融合炉の基本的な考えとこれまで行われてきた研究とについ

て概観した。イオン速度分布関数が変化する原因とその理解の重要性を説明し、速度分布関

数の診断方法を幾つか紹介した。これらの背景を踏まえて、分布関数の研究に関する問題点

及び炉級のプラズマを対象とした場合の診断法の高精度の必要性を指摘し、本研究の意義を

述べた。

第 2章では、本研究で開発した解析モデルについて述べ、後の議論を円滑に行うためにモ

デルを構成する部分要素から高エネルギーイオンの振る舞いや中性子スペクトルの特性の基

本的な事柄を考察した。本解析モデルは、燃料イオン速度分布関数、中性子放出スペクトル、

及び壁面への中性子入射スペクトルを評価する部分の三つに分けられる。燃料イオン速度分

布関数は、個々のテスト粒子に対して電磁場中の案内中心軌道を追跡しながら、Coulomb

散乱による速度変化をモンテカルロ法によって考慮し、テスト粒子の位置及び速度の時間発

展を計算し、多数のテスト粒子の統計を取る事によって評価する。この方法は揺動電磁場に

よるイオンの運動への影響を比較的容易に考慮する事ができ、揺動の分布関数への影響を調
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べやすい。中性子放出スペクトルは、評価した燃料イオン速度分布関数を用いてモンテカル

ロ法で評価し、非 Gauss成分の放出角依存性を調べるためにトロイダル軸を基準とした角

度を放出角と定義した。荷電粒子は磁力線に拘束されているためその運動方向を表す角度の

基準として磁力線を取る事が適当だが、中性子は自由にプラズマ外へ飛び出す。中性子放出

エネルギーを決定する放出方向はプラズマ中で様々な方向に運動しているイオンの運動方向

が基準となる。放出の非等方性を議論する場合や壁面への入射を扱う場合、固定した軸に対

する統一的な角度を導入しておく事が便利であり、本モデルではそれをトロイダル軸に定

め、ベクトルの計算によってその軸を基準とする角度及び中性子放出ベクトルのデカルト座

標系における成分表示を行う。壁面への入射スペクトルは、得られた中性子放出ベクトルと

壁面形状を表す関数との連立方程式を解く事で入射位置を、単純なベクトルの計算からその

位置における入射角度を求め、統計処理を行う事で評価する。本モデルでは、2種類の入射

角、即ちポロイダル面内における壁面の接線と中性子ベクトルとのなす角度をポロイダル入

射角、水平面内における壁面の接線とのなす角度をトロイダル入射角、として定義し、壁面

への中性子の入射角度を表す。単一エネルギー成分の高エネルギー粒子の反応による中性子

スペクトルの性質を示し、エネルギー分布を持つ場合はその重ね合わせとして表せる事を示

した。

第 3章では、揺動電磁場が無い場合の ITER及び LHDを想定して、NBI加熱によって

非Maxwell分布が燃料イオン速度分布関数上に形成された場合の第一壁への中性子入射ス

ペクトルを評価した。入射エネルギースペクトルの第一壁面位置及び入射角度依存性を明ら

かにし、その依存性に基づいて中性子放出の非等方性を利用した非Maxwellテイル診断の

精度を高める方法を提案した。中性子放出スペクトルの非 Gauss成分の非等方性によって、

計測器の設置位置及び方向を工夫する事で、観測される非 Gauss成分の中性子が最大 3桁

程度高められる事を示した。この事はバルクイオンに比べて小さく非等方的な非 Maxwell

テイルが燃料イオン分布関数に形成される場合のテイル診断に特に有用である。この方法を

重水素プラズマに 3He加えた場合に約 15 MeVで発生する陽子が重陽子速度分布関数に作

るノックオンテイルに適用し、ノックオンテイルの検証実験シナリオを提案した。

第 4 章では、ITER 級 DT プラズマを想定して、不安定な AE が存在する場合に燃料イ

オン速度分布関数が Maxwell 分布から歪み得る事を指摘した。シア AE とバルクイオン

との共鳴相互作用によって、燃料イオン分布関数上に、磁力線に平行及び反平行方向に非

Maxwell成分が形成される事を明らかにした。非Maxwellテイルが形成されるエネルギー

領域に揺動周波数や揺動位置の依存性がある事を示した。AE による非 Maxwell テイルの

形成が核融合反応率係数の局所的な増加をもたらす事を示し、定常的な揺動振幅に対して、

その増加率の振幅及び周波数依存性を明らかにした。トロイダルモード数 n = 10 及び 11

に対しては、核融合反応率係数を 1%増加させるのに必要な定常揺動振幅が、TAEの場合

δB/B ∼ 4× 10−3、EAEの場合 δB/B ∼ 5× 10−3 である事を示した。この振幅はこれま

での実験で観測されている振幅や ITERで予測されている振幅に比べて大きく、そのような
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振幅ではこの増加分が観測されないが、何らかの原因によって予測されているよりも大振幅

になった場合には異常出力上昇が観測される可能性がある。AEによる特徴的な非等方性を

持つ非Maxwellテイルの形成の結果として、中性子放出スペクトルの非 Gauss成分が主と

してトロイダル軸と同方向及び逆方向に形成される事を明らかにした。

AEによるバルクイオン分布関数への影響を調べるに当たり、本研究では次の仮定や近似

を行った。

• 揺動振幅は定常的であり、解析の間プラズマ粒子との相互作用による振幅の変化を無
視した。

• 単一のモードに対する解析を行い、複数のモード数が同時に存在している場合は想定
しなかった。

• 軸対称トカマクを想定した。
• テスト粒子の Coulomb散乱による速度変化を考える際に、背景粒子がMaxwell分布

に従っているとした。

• バルクイオン温度は初期状態から変わらないとした。

モード振幅の増加は高エネルギーイオン損失を導き、高エネルギーイオンの減少はモード振

幅を小さくする。燃料イオンにエネルギーを付与すればモード振幅は減少するし、加速され

たイオンがモードにエネルギーを付与する。局所的な反応率係数上昇は局所的なアルファ粒

子生成量を増加させるため、モード振幅は増加する。これらのようにモードと粒子は「相互

作用」するはずであるが本研究ではこの事が考慮されていない。非Maxwellテイルが形成

される可能性を示すには十分であったが、今後実際のプラズマを想定した予測及び再現を行

うためには、モードの発展と粒子速度分布関数の変化とを自己無撞着に扱えるような非線形

解析モデルを考える必要がある。その場合複数モードが同時に存在する事による径方向輸送

や共鳴条件の変化等も考慮に入れなければならない。複数のモードが同時に励起される場

合、それぞれのモードによる局所的な核融合反応率係数の上昇が重なり合い、本研究で示し

たよりも影響が大きくなる可能性がある。TFリップル等の平衡磁場の三次元効果は粒子の

輸送に影響し、新たなギャップモードを作る事が知られているためこれも扱う必要がある。

バルクイオンの速度分布関数が歪むため、テスト粒子自身が属する背景粒子はMaxwell分

布ではない。厳密な速度分布関数の評価には任意の背景粒子分布関数を扱う事のできる衝突

オペレータを使用する必要がある。本研究で見られた局所的な密度及び温度勾配は粒子及び

熱輸送を増大させる。この事はプラズマの性質を変化させ、新たな不安定性を生じる原因に

もなり得る。最終的な密度及び温度の径方向分布は輸送理論によって決定される。従って、

正確な核融合出力や中性子発生量を評価するためには輸送解析をモデルに組み込む必要があ

る。以上に指摘した事は、本研究で理論及び数値解析的に示された非Maxwellテイルの形

成が実際のプラズマで起こるかどうか、その確認実験を行う際に必要不可欠である。今後実

験を念頭に置いた解析モデルの改良及び厳密化が要求される。
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本研究では AEを例に、プラズマの不安定性によって燃料イオン速度分布関数がMaxwell

分布から歪み得る事を示した。このような研究はこれまで殆ど行われてこなかった。不安定

性或いは他の現象の種類や性質に応じて、異なる非Maxwellテイルが形成されるはずであ

る。分布関数への影響が無い場合もあり得るため、現象毎に影響の有無とその原因とを明ら

かにしておくべきである。影響が有る場合には、非Maxwellテイルのその現象のパラメー

タ依存性を明らかにしなければならない。核融合炉が成立した時、核融合出力即ち中性子発

生量に影響を及ぼす現象として知らない事物があってはならない。今後個別の現象一つ一つ

に対して分布関数の影響を調べ、様々な現象に対して系統的且つ包括的な理解を目指した研

究が進められていく事が期待される。
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付録

A.1 Boozer座標系における荷電粒子案内中心の運動方程式の導出

本節では、Boozer座標系 (ψt, θ, ζ)における荷電粒子の案内中心の運動方程式 (2–30)を

導出する。

電磁場中の荷電粒子の Hamiltonian H 及び Lagrangian Lは第 2章で述べたように、

H =
Z2e2ρ∥B

2

2m
+ µmB + ZeΦ (A–1)

L =
[
Zeψt + Ze

(
ρ∥ + α

)
I
]
θ̇ +

[
Ze
(
ρ∥ + α

)
g − Zeψp

]
ζ̇ −H (A–2)

ここで、m は荷電粒子の質量、Z は電荷数、e は電気素量、B は平衡磁場の大きさ、

ρ∥ = mv∥/(ZeB)、mum = mv2⊥/(2B)は磁気モーメント、Φは静電ポテンシャル、v∥ 及び

v⊥ はそれぞれ粒子速度の平衡磁場に平行及び垂直成分、ψt はトロイダル磁束関数、ψp は

ポロイダル磁束関数、θはポロイダル角、ζ はトロイダル角、g はポロイダル電流、I はトロ

イダル電流、αは平衡磁場に対して垂直方向の摂動磁場を表すために導入した長さの次元を

持つ量である。Ẋ は変数 X の時間微分を表す。粒子の運動エネルギー及び磁気モーメント

は断熱不変量なので、荷電粒子の電磁場中の案内中心軌道は変数 q = (ρ∥, ψt, θ, ζ)の時間変

化を追う事で、即ち Lagrange方程式

d

dt

∂L

∂q̇
=
∂L

∂q
(A–3)

によって記述できる。上式を変数ベクトル qの各成分に対して具体的に書くと、

Ze


0 0 I g
0 0 F C
−I −F 0 K
−g −C −K 0



ρ̇∥
ψ̇t

θ̇

ζ̇

 =


∂H/∂ρ∥
∂H/∂ψt

∂H/∂θ + I∂α/∂t
∂H/∂ζ + g∂α/∂t

 (A–4)

ここで、C = −ι+ (ρ∥ + α)g′ψt
+ gα′

ψt
、F = 1 + (ρ∥ + α)I ′ψt

+ Iα′
ψt
、gα′

θ − Iα′
ζ と置い

た。ι は回転変換であり、X ′
Y は ∂X/∂Y を表す。計算には、g′θ = I ′ζ の関係を使用した。

式 (A–4)の両辺に係数行列の逆行列を左からかけると、求めたい運動方程式が次のように

得られる。 
ρ̇∥
ψ̇t

θ̇

ζ̇

 =
1

Dt


0 −K C −F
K 0 −g I
−C g 0 0
F −I 0 0




∂H/∂ρ∥
∂H/∂ψt

∂H/∂θ + I∂α/∂t
∂H/∂ζ + g∂α/∂t

 (A–5)

ここで、Dt = Ze[g + ιI + (ρ∥ + α)(gI ′ψt
− Ig′ψt

)]と置いた。上式を整理すると運動方程式

(2–30)と一致する。
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A.2 AEによる静電ポテンシャルと摂動垂直磁場との関係

シア Alfvén波が伝播する事で、平衡磁場 Bに垂直な方向に揺動磁場 δBが生じる。この

揺動磁場を
δB = ∇× (αB) (A–6)

の形で与え、パラメータ αはポロイダルモード数m及びトロイダルモード数 nの成分を用

いて Fourier級数として次のように与える。

α =
∑
m,n

αm,n sin (nζ −mθ − ωt) (A–7)

ここで ω は揺動の角周波数である。シア Alfvén波によって、B及び δBの両方に垂直な方

向に電場 Eが生じる。静電ポテンシャル Φを αと同様に Fourier級数によって次のように

表す。
Φ =

∑
m,n

Φm,n sin (nζ −mθ − ωt) (A–8)

AEによって生じる摂動電磁場を上記のようなモデルで記述する場合に対して、理想MHD

条件を満たすような αm,n と Φm,n との関係を示す。

理想MHDモデルは電気抵抗を 0と置くものであり、この時 Ohmの法則は E = −v×B

と書ける。従って電場の平衡磁場に平行な成分は次に示すように 0である。

E∥ = E ·B = −
∑
i,j,k

ϵijkBivjBk (A–9)

ここで ϵijk は Levi-Civita の記号であり、B 及び v の添字はそれらのベクトルの成分を表

す。理想MHD条件を満たす αm,n と Φm,n との関係は、平行電場が 0になるように αm,n

と Φm,n との組み合わせを決定する事で得られる。

Faraday-Maxwellの式より、揺動磁場と誘導電場との関係は次のように表される。

∂

∂t
(δB) =

∂

∂t
[∇× (αB)] = −∇×E (A–10)

故に

∇×
[
∂

∂t
(αB) +E

]
= 0 (A–11)

Poincaréの補題より、
∂

∂t
(αB) +E = −∇Φ (A–12)

平衡磁場 Bとの内積を取り、平行電場を 0とすると、

∂α

∂t
= −B · ∇Φ

B2
(A–13)
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Boozer座標系の平衡磁場の反変ベクトルの式 (2–2)を用いると次式が得られる。

∂α

∂t
= − 1

g + ιI

(
ι
∂

∂θ
+

∂

∂ζ

)
Φ (A–14)

上式に式 (A–7)及び (A–8)を代入し整理すると、最終的な αm,n と Φm,n との関係が次の

ように得られる。

αm,n =
1

ω

n− ιm

g + ιI
Φm,n (A–15)

A.3 背景粒子がMaxwell分布に従う場合のテスト粒子に対する FP衝突項

Rosenbluth 等は、荷電粒子同士の Coulomb 散乱による速度分布関数の変化を記述する

Fokker-Planck型の衝突項を導出し、その球座標 (v, µ, ϕ)の速度空間に対する表式を示した

[21]。ここで、vは粒子の速さ、µはある軸に対する粒子運動方向の方向余弦、ϕはある軸回

りの角度である。この座標系における粒子種 aに対する FP衝突項は次のように表される。

1

Γa

(
∂fa
∂t

)
FP

=− 1

v2
∂

∂v

[
fav

2 ∂h

∂v

]
− 1

v2
∂

∂µ

[
fa
(
1− µ2

) ∂h
∂µ

]
+

1

2v2
∂2

∂v2

[
fav

2 ∂
2g

∂v2

]
+

1

2v2
∂2

∂µ2

{
fa

[(
1− µ2

)2
v2

∂2g

∂µ2
+

1− µ2

v

∂g

∂v
−
µ
(
1− µ2

)
v2

∂g

∂µ

]}

+
1

v2
∂2

∂v∂µ

{
fa
(
1− µ2

) [ ∂2g

∂v∂µ
− 1

v

∂g

∂µ

]}
+

1

2v2
∂

∂v

{
fa

[
−1− µ2

v

∂2g

∂µ2
− 2

∂g

∂v
+

2µ

v

∂g

∂µ

]}
+

1

2v2
∂

∂µ

{
fa

[
µ
(
1− µ2

)
v2

∂2g

∂µ2
+

2µ

v

∂g

∂v
+

2
(
1− µ2

)
v

∂2g

∂v∂µ
− 2

v2
∂g

∂µ

]}
(A–16)

ここで、Γa = Z4
ae

4 lnΛ/(4πϵ20m
2
a)、Z は電荷数、eは電気素量、lnΛは Coulomb対数、ϵ0

は真空の誘電率、mは質量、

h (v, µ) =
∑
b

(
Zb
Za

)2
ma +mb

mb

∫
dv′ fb (v

′)

|v − v′|

g (v, µ) =
∑
b

(
Zb
Za

)2 ∫
dv′fb (v

′) |v − v′|
(A–17)

は Rosenbluthポテンシャル、bは背景粒子種を表す。背景粒子の速度分布関数が等方的で

ある場合、Rosenbluthポテンシャル h及び g は µに依存しないため、式 (A–16)は次のよ

うに書ける。

1

Γa

(
∂fa
∂t

)
FP

=− 1

v2
∂

∂v

[
fa

(
v2
∂h

∂v
+
∂g

∂v

)]
+

1

2v2
∂2

∂v2

(
v2
∂2g

∂v2
fa

)
+

1

2v3
∂g

∂v

∂

∂µ

[(
1− µ2

) ∂fa
∂µ

] (A–18)
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Rosenbluthポテンシャルを Legendre展開し、0次の項のみを取ると、等方的な背景粒子分

布関数に対する表式が次のように得られる。

h (v) = 4π
∑
b

(
Zb
Za

)2
ma +mb

mb

[
1

v

∫ v

0

dv′fb (v
′) v′2 +

∫ ∞

v

dv′fb (v
′) v′

]

g (v) = 4π
∑
b

(
Zb
Za

)2 [
1

3v

∫ v

0

dv′fb (v
′) v′4 +

v2

3

∫ ∞

v

dv′fb (v
′) v′

+v

∫ v

0

dv′fb (v
′) v′2 +

∫ ∞

v

dv′fb (v
′) v′3

]
(A–19)

背景粒子分布関数 fb にMaxwell分布を代入し、

Ab =
nbmaZ

2
b

mbZ2
a

[
erf (x)− 2√

π
x exp

(
−x2

)]
(A–20)

と置くと、背景粒子が Maxwell 分布に従う場合の FP 衝突項を次式のように書く事がで

きる。

1

Γa

(
∂fa
∂t

)
FP

=
∑
b

1

v2
∂

∂v

[
Ab

(
fa +

Tb
mav

∂fa
∂v

)]
+

1

2v3
∂g

∂v

∂

∂µ

[(
1− µ2

) ∂fa
∂µ

]
(A–21)

ここで、nは密度、T は温度、x = v/vb、vb は背景粒子種 bの熱速度である。
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